
1 

男性

43.2%女性

55.5%

その他

0.4%

回答しない

0.6% 無回答

0.2%

(n=488)

2.7

6.4

9.6

10.7

13.3

20.9

19.9

16.2

0.4

0 10 20 30

16～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答

(n=488) (%)

和光市地域福祉に関するニーズ調査結果（概要） 

１．調査の目的 

「第五次和光市地域福祉計画・和光市社会福祉協議会地域福祉活動計画」（令和８年度～令和

12年度）を策定する基礎資料とすることを目的に、地域福祉に関する意識や考え方について調

査を実施しました。 
 

対象者 

（１）市民：本市在住の１６歳以上の方  1,200 人 
（２）避難行動要支援者：本市在住の１６歳以上の避難行動要支援者該当者の方  300 人 
（３）地域福祉関係者：市内で活動する地域福祉関係者の方  102 人 
（４）地域福祉関係団体：市内で活動する地域福祉関係団体  206 団体 

実施
期間 

令和６年１１月２８日（木）～令和６年１２月２３日（月） 

調査
方法 

紙調査票及び Web 調査フォーム 

回収
状況 

調査種類 配布数 回答数 回答率 有効回答数 有効回答率 

（１）市民 1,200 件 493 件 41.1％ 488 件 40.7％ 

（２）避難行動要支援者 300 件 131 件 43.7％ 131 件 43.7％ 

（３）地域福祉関係者 102 件 87 件 85.3％ 86 件 84.3％ 

（４）地域福祉関係団体 206 件 137 件 66.5％ 136 件 66.0％ 

 

 

２．調査結果の概要 

（１） 市民調査 

① 回答者及び家族の状況等（問１～問７） 

性別     年齢 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料２ 
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2.5

14.3

9.0

20.3

53.3

0.6

0 20 40 60

１年未満

１年以上５年未満

５年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上

無回答

(n=488) (%)

33.2

19.1

5.5

12.1

3.9

24.4

1.6

0.2

0 10 20 30 40

正規の社員・職員・役員

非正規の社員・職員

（嘱託・パート・アルバイト・

契約・派遣）

自由業・自営業

（家業手伝いを含む）

専業主婦・主夫

学生

無職

その他

無回答

(n=488)
(%)

22.1

25.2

3.3

31.1

2.7

6.6

0.6

8.2

0.2

0 10 20 30 40

ひとり暮らし

夫婦のみ

夫婦と親（二世帯同居）

夫婦と子ども（二世代同居）

三世代同居

ひとり親と子ども

（一番下の子どもが18歳以上）

ひとり親と子ども

（一番下の子どもが18歳未満）

その他

無回答

(n=488) (%)

35.2

32.8

1.4

24.6

3.1

2.5

0.4

0 10 20 30 40

持ち家（一戸建て）

持ち家（集合住宅）

民間賃貸（一戸建て）

民間賃貸（集合住宅）

社宅・公務員住宅等

その他

無回答

(n=488) (%)

北部

33.5%

中央部

33.3%

南部

33.3%

(n=488)

居住年数       就労状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯構成       住居形態 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住地域 

 

 

 

 

 

 

 

  

夫婦と親、 
または子ども  
37.1 

10 年未満 25.8 

ひとり親と子ども 
7.2 

○北部 

白子３～４丁目、下新倉、新倉 

○中央部 

西大和団地、広沢、丸山台、中央、本町 

○南部 

白子１～２丁目、諏訪、諏訪原団地、南 
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家を行き来する等、

親しくしている

11.7%

立ち話をする

程度

34.6%挨拶をする

程度

39.8%

ご近所付き合いを

していない

13.5%

無回答

0.4%

(n=488)

71.2

36.4

22.7

22.7

7.6

4.5

4.5

7.6

0 20 40 60 80

普段、付き合う機会がないから

必要性を感じていないから

仕事や学業、家事・育児等で

忙しく時間がないから

あまり関わりを持ちたくないから

引っ越してきて間もないから

同世代の人が近くにいないから

気の合う人や話の合う人が

近くにいないから

その他

(n=66) (MA%)

9.4

9.4

4.7

3.7

1.0

72.3

5.3

0 20 40 60 80

高齢者のみで構成され、主世帯員同士が

介護している世帯（老々介護）

近隣や地域と関わりを持たない世帯

（孤立世帯）

自宅にひきこもっている人がいると

思われる世帯（ひきこもり）

大量のごみが自宅や周辺に

放置されている世帯（ごみ屋敷）

子育てと親の介護を１人で

同時に抱えている世帯（ダブルケア）

見たり聞いたりしたことはない

無回答

(n=488) (MA%)

② 近所付き合い、地域の暮らしについて（問８～問１２） 
 

【近所の人とは挨拶をする程度が約４割】 

           ［ご近所付き合いをしていない理由］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

立ち話をする程度 

●女性 37.6％ 

（「挨拶をする程度」を上回り最も多い） 

●２０年以上居住 47.3％ 

（「挨拶をする程度」を上回り最も多い） 

 

 

 

【地域で課題を抱えていると思われる世帯は、老々介護や孤立世帯など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

ご近所付き合いをしていない 

●ひとり暮らし世帯 20.4％ 

（＞全体 13.5％） 

※1.0％以上の回答を掲載 
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そう思う

15.6%

まあそう思う

63.9%

あまりそう

思わない

15.6%

思わない

2.7%

無回答

2.3%

(n=488)

42.8

38.7

32.8

27.5

24.4

24.4

0 10 20 30 40 50

気軽に相談できる窓口の充実、

地域とのかかわりを増やすための

受け入れ体制を整備する

お互いの文化を知る機会を増やす

お知らせや情報について

外国語版を作成する

日本語習得の手伝いをする

言葉がわかるボランティアを増やす

地域活動や行事に誘う等

地域との関わりを深める

(n=488) (MA%)

【子どもたちがすごしやすい居場所が確保されているまちだと思っているのは約８割】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【在住外国人が暮らしやすい地域にするには、相談窓口や受け入れ体制の整備、文化

の相互理解等が求められている】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う＋ 
まあそう思う 
79.5 

あまりそう思わない＋ 
そう思わない 
18.2 

属性別の特徴 

そう思う＋まあそう思う 

●北部地域居住 71.2％ 

（＜全体 79.5％） 

※20.0％以上の回答を掲載 
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8.0

2.7

3.3

10.9

5.3

7.4

7.2

13.5

2.9

17.4

1.4

8.8

15.6

13.7

17.0

16.0

23.4

20.1

13.3

6.4

30.1

1.4

0 10 20 30 40

ア．子育て世帯・青少年を支援する活動、

子ども会やＰＴＡ活動

イ．高齢者を支援する活動

ウ．障害のある人を支援する活動

エ．お祭りや運動会等のレクリエーション活動、

地域の伝統や文化を伝える活動

オ．交通安全や犯罪防止等、

地域の安全を守る活動

カ．防災訓練や災害時に

救援・支援をする活動

キ．地域の環境美化、環境保全・

自然保護等の活動

ク．自治会・地区社協の活動

ケ．生きいきクラブ・婦人会・

消防団等の活動

コ．趣味・習い事等の活動

サ．その他

取り組んでいる 取り組みたい

(n=488) (MA%)

ア．安否確認の声掛け

イ．ちょっとした買い物やゴミ出し

ウ．食事や掃除・洗濯の手伝い

エ．通院の送迎や外出の手助け

オ．子どもの預かり

カ．話し相手や相談相手

キ．災害時の避難の手助け

ク．具合が良くない時に病院等に
    連絡する

ケ．その他

10.5 

3.5 

3.5 

4.1 

3.3 

3.5 

15.4 

8.4 

0.4 

41.8 

30.3 

8.2 

11.7 

8.4 

26.0 

40.6 

40.4 

1.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

手助けしてほしい 手助けできる(n=488)

③ 市民同士の支え合い、地域活動について（問１３～問２０） 
 

【手助けをしてほしいと思うこと・周りの人に手助けできることは、災害時の避難の

手助け、安否確認の声掛け、具合が良くない時の病院への連絡が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域活動やボランティア活動は、趣味・習い事、防災訓練や災害時の救援・支援、 

環境美化・自然保護に関心が高い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

取り組んでいる  

子育て世帯・青少年を支援する活動、 
子ども会やＰＴＡ活動 

●40～49 歳 28.8％ 

●１０年以上２０年未満居住 16.2％ 

●非正規の就労者 15.1％ 

（＞全体 8.0％） 

お祭りや運動会等のレクリエーション 
活動、地域の伝統や文化を伝える活動 

●夫婦と親、または子どもの世帯 16.6％ 

（＞全体 10.9％） 

自治会・地区社協の活動 

●２０年以上居住 18.8％ 

●持ち家（一戸建て）居住 22.7％ 

（＞全体 13.5％） 

●民間賃貸（集合住宅）居住 3.3％ 

（＜全体 13.5％） 
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※10.0％以上の回答を掲載 

53.5

44.1

24.0

19.3

19.1

17.4

15.6

0 20 40 60

時間や期間にあまり縛られない

身近なところに活動できる場がある

活動や団体に関する情報を紹介してくれる

参加することで生きがい等につながる

世話人やリーダーがいる

友人・知人と一緒に参加できる

活動資金の補助や援助がある

(n=488) (MA%)

37.9

20.3

7.8

8.6

0.4

26.2

17.2

3.7

0 10 20 30 40

同じ趣味・志向を持つ人たちの活動

（生きいきクラブ・趣味の同好会・教室・

子育てサークル・ボランティア団体）

地縁を基盤とする活動

（自治会、地区社協、マンション管理組合等）

特定分野の法人を基盤とする活動

（ＮＰＯ法人・社会福祉法人等）

学校等を基盤にする活動

（保護者会・ＰＴＡ・おやじの会等）

その他

特にない

わからない

無回答

(n=488) (MA%)

【地域活動やボランティア活動は、時間や期間に縛られず、身近な活動の場があれば

参加・活動しやすい】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

時間や期間にあまり縛られない 

●１０年以上２０年未満居住 63.6％ 

●正規の就労者 65.4％ 

●非正規の就労者 64.5％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 60.8％ 

（＞全体 53.5％） 

 

 

 

 

【参加しやすいと思う地域活動は、同じ趣味・志向を持つ人たちの活動や地縁を基盤

とする活動など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

身近なところに活動できる場がある 

●非正規の就労者 51.6％ 

●持ち家（一戸建て）居住 49.4％ 

（＞全体 44.1％） 

参加することで生きがい等につながる 

●ひとり暮らし世帯 26.9％ 

●専業主婦・主夫 27.1％ 

（＞全体 19.3％） 

属性別の特徴 

属性別の特徴 

同じ趣味・志向を持つ人たちの活動 
（生きいきクラブ・趣味の同好会・教室・
子育てサークル・ボランティア団体） 

●ひとり暮らし世帯 45.4％ 

（＞全体 37.9％） 

地縁を基盤とする活動（自治会、地区 
社協、マンション管理組合等） 

●正規の就労者 25.3％ 

●夫婦と親、または子どもの世帯 26.0％ 

●持ち家（集合住宅）居住 28.8％ 

（＞全体 20.3％） 
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知っている

17.8%

名前を聞いたことはあるが

何をしているか知らない

29.9%

知らない

49.4%

無回答

2.9%

(n=488)

参画している

2.5%

知っている

17.2%

活動はわからないが

名前は知っている

27.5%

知らない

51.2%

無回答

1.6%

(n=488)

【社会福祉協議会や地区社協を知らないのは約５割、名前は知っているが活動を 

知らないのは約３割】 

［地区社協の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［和光市社会福祉協議会（ボランティアセンター、地域福祉コーディネーターなど）の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

活動はわからないが名前は知っている 

●女性 32.8％ 

●２０年以上居住 35.0％ 

●持ち家（一戸建て）居住 34.9％ 

（＞全体 27.5％） 

知らない 

●男性 58.8％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 70.0％ 

（＞全体 51.2％） 

属性別の特徴 

名前を聞いたことはあるが何をしているか
知らない 

●２０年以上居住 35.4％ 

●南部地域居住 37.7％ 

（＞全体 29.9％） 

知らない 

●男性 55.0％ 

●正規の就労者 67.3％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 61.7％ 

（＞全体 49.4％） 
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※困りごとがある方のみ回答 

42.3

38.5

23.1

13.5

9.6

9.6

9.6

9.6

3.8

5.8

1.9

7.7

0 10 20 30 40 50

自分の健康・病気

家族の健康・病気

生活費のやりくり

家族の介護・介助

自分の学業・仕事

家族の学業・仕事

住まい

財産管理

人間関係、

人との付き合い方

自分または家族の

ひきこもり

中高年の子どもの

生活を支えている

その他

(n=52) (MA%)

62.1

51.0

48.8

17.2

7.2

6.1

3.7

2.7

1.0

0.8

0.4

0.8

7.4

2.7

0 20 40 60 80

同居の家族

友人・知人

別居の家族や親戚

かかりつけ医・薬剤師や

保健師等の医療関係者

地域包括支援センター

ケアマネジャー（介護支援専門員）・

ヘルパー（介護員）等の事業者

自治会や地区社協

市の職員

市の社会福祉協議会

民生委員・児童委員

地域福祉コーディネーター

その他

身近に相談できる人や機関はない

無回答

(n=488) (MA%)

38.5

38.1

37.9

23.4

21.1

2.5

7.2

0 10 20 30 40

趣味やスポーツなど、没頭できるもの

相談窓口

話し相手

同じ悩みを持つ人との交流の場

一緒に食事ができる人・場所

その他

無回答

(n=488) (MA%)

④ 暮らしのことについて（問２１～問２３） 

【日常生活の困りごとの相談先は家族や友人・知人が多く、自分や家族の健康や経

済的な困りごとが多い】 

［日常生活の困りごとの相談先］   ［生活上の困りごと］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日常生活の困りごとの相談先  

友人・知人 

●女性 59.0％ 

●１０年以上２０年未満居住 58.6％ 

●正規の就労者 58.0％ 

●北部地域居住 57.1％ 

（＞全体 51.0％） 

 

 

【孤独・孤立を感じた時に、没頭できる趣味・スポーツ、相談窓口や話し相手を望む声

が多い】 

  

 

 

 

 

 

  

別居の家族や親戚 

●女性 55.0％ 

（＞全体 48.8％） 

身近に相談できる人や機関はない 

●男性 12.8％ 

●非正規の就労者 12.9％ 

●ひとり暮らし世帯 13.9％ 

（＞全体 7.4％） 

属性別の特徴 
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58.6

31.8

20.5

19.3

18.4

17.6

1.2

14.8

5.1

0 20 40 60

相談体制や情報提供の充実

利用者の立場や権利を

保護・擁護する制度の充実

市民・関連団体・行政の

連携と協働の推進

市民活動の導入による

福祉サービスの確保と活性化

市民への福祉意識の啓発

ボランティア団体や

ＮＰＯ等の活動支援

その他

特にない

無回答

(n=488) (MA%)

ア．支援に繋がらない世帯に
    対する訪問型支援の充実

イ．どこに相談すれば良いか
    わからない不安や悩みを
    受け付ける相談窓口の充実

ウ．社会参加のきっかけづくりと
    なる居場所支援の充実

34.4 

58.8 

38.9 

45.5 

31.8 

45.1 

79.9 

90.6 

84.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

進めるべき どちらかというと進めるべき(n=488)

52.7

29.3

21.9

10.0

6.6

2.7

0.4

22.1

2.3

0 20 40 60

市の広報紙・チラシ

市ホームページ

家族、友人・知人からの口コミ

市役所・相談機関等の窓口

ＳＮＳ

テレビ（ケーブルテレビを含む）・ラジオ

その他

特にない、情報は入手していない

無回答

(n=488) (MA%)

⑤ 福祉サービスについて（問２４～問２６） 

【福祉サービスを充実する取り組みは、相談体制や情報提供・権利擁護の充実、 

市民・関連団体・行政の連携と協働の推進を望む声が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生活上の困りごとを抱えている世帯に対する取り組みを進めるべきだと思う内容

は、いずれも８０％超】 

  

 

 

 

 

 

 

 

【市の福祉サービスに関する情報の入手先は、市の広報紙・チラシ、市ホームページ

が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

相談体制や情報提供の充実 

●１０年以上２０年未満居住 63.6％ 

●非正規の就労者 71.0％ 

●夫婦と親、または子どもの世帯 65.2％ 

●持ち家（集合住宅）居住 68.1％ 

（＞全体 58.6％） 

利用者の立場や権利を保護・擁護する制度
の充実 

●非正規の就労者 39.8％ 

●持ち家（一戸建て）居住 37.2％ 

（＞全体 31.8％） 
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56.4

44.7

12.3

5.5

4.3

0.4

20.9

3.1

0 20 40 60

避難所の場所と避難場所への

経路を確認している

災害に備え、備蓄を行っている

日頃から地域の防災訓練に

参加している

災害等の緊急時に、手助けが

必要な近隣住民を知っている

地域の自主防災組織に

参加している

その他

特にない

無回答

(n=488) (MA%)

言葉も内容も

知っていた

8.0%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

19.3%

言葉も内容も

知らなかった

68.4%

無回答

4.3%

(n=488)

言葉も内容も

知っていた

14.8%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

19.3%

言葉も内容も

知らなかった

63.3%

無回答

2.7%

(n=488)

⑥ 災害対策について（問２７～問３２） 

【災害発生時に備えた取り組みは、避難場所や避難経路の確認、備蓄が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【避難行動要支援者名簿・個別避難計画の認知度は低い】 

［避難行動要支援者名簿の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［個別避難計画の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

避難所の場所と避難場所への経路を確認
している 

●２０年以上居住 61.9％ 

●専業主婦・主夫 67.8％ 

●夫婦と親、または子どもの世帯 63.5％ 

●持ち家（一戸建て）居住 62.2％ 

●持ち家（集合住宅）居住 61.9％ 

（＞全体 56.4％） 

日頃から地域の防災訓練に参加している 

●中央部地域 19.1％（＞全体 12.3％） 

●北部地域 6.7％（＜全体 12.3％） 

特にない 

●男性 26.5％ 

●１０年未満居住 29.4％ 

●非正規の就労者 30.1％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 30.0％ 

（＜全体 20.9％） 

属性別の特徴 

言葉も内容も知っていた 

●持ち家（集合住宅）居住 23.8％ 

●中央部地域居住 20.4％ 

（＞全体 14.8％） 

言葉も内容も知らなかった 

●1０年未満居住 76.2％ 

●1０年以上２０年未満居住 73.7％ 

●正規の就労者 75.3％ 

●非正規の就労者 72.0％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 76.7％ 

（＞全体 63.3％） 

属性別の特徴 

言葉も内容も知らなかった 

●1０年未満居住 77.0％ 

●正規の就労者 74.7％ 

●非正規の就労者 76.3％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 75.0％ 

（＞全体 68.4％） 
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57.4

25.0

17.6

16.2

15.0

2.0

17.8

8.6

0 20 40 60

近所の人の安否確認

自分で移動することが

難しい人の避難支援

出火防止・初期消火等の

消防活動への協力

ボランティア団体、民生委員等の

避難支援活動への協力

負傷者の救出活動、応急救護、

搬送等への協力

その他

特にない

無回答

(n=488) (MA%)

67.6

38.5

24.2

21.1

14.8

9.6

9.4

7.8

1.0

1.8

9.4

3.9

0 20 40 60 80

安否の確認体制

避難行動要支援者が円滑に

避難するための情報伝達手段

在宅避難に向けて自宅内の

安全確保（家具の転倒防止等）

平常時における避難支援等の関係者との連携

避難行動要支援者名簿の作成

発生時または発生のおそれがある時に

避難支援等に協力を依頼する企業団体等との協定

個別避難計画の作成

避難支援等関係者の安全確保

その他

特にない

わからない

無回答

(n=488) (3LA%)

【災害発生時に協力できる防火活動は、近所の人の安否確認、自力での移動が難し

い人の避難支援、消火活動への協力など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【避難行動要支援者対策で特に重要だと思うものは、安否の確認体制、円滑に避難

するための情報伝達手段、自宅内の安全確保、平常時の関係者との連携が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

近所の人の安否確認 

●２０年以上居住 62.3％ 

●非正規の就労者 63.4％ 

●専業主婦・主夫 62.7％ 

●夫婦のみの世帯 64.2％ 

●持ち家（一戸建て）居住 62.8％ 

●持ち家（集合住宅）居住 63.8％ 

（＞全体 57.4％） 

自分で移動することが難しい人の避難支援 

●男性 29.9％ 

●1０年以上２０年未満居住 30.3％ 

●ひとり暮らし世帯 30.6％ 

（＞全体 25.0％） 
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46.5

44.7

34.2

8.8

0.6

13.9

3.1

0 10 20 30 40 50

判断能力が低下した時の生活のこと

急な入院や施設への入所のこと

預貯金や生活費の管理のこと

遺言作成・終活に関すること

その他

特にない

無回答

(n=488) (2LA%)

24.0

19.7

19.1

15.8

15.8

2.3

36.3

4.1

0 10 20 30 40 50

遺品整理に関すること

葬儀やお墓に関すること

公共料金等の解約のこと

所有財産のこと

相続のこと

その他

特にない

無回答

(n=488) (2LA%)

40.2

23.4

13.1

5.5

1.6

18.6

19.9

3.9

0 10 20 30 40 50

専門職

（弁護士・司法書士・社会福祉士等）

身近な支援機関

（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）

和光市権利擁護センター

同じ地域の方

その他

特にない

わからない

無回答

(n=488) (MA%)

⑦ 権利擁護支援について（問３３～問４０） 

【将来の判断能力の低下や急な入院・施設入所、自身の死後の遺品整理・葬儀等に不

安を感じる人が多く、専門職や支援機関への相談を望む声が多い】 

［将来の備えとして不安を感じること］   ［自身が亡くなった後のことで不安なこと］ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［将来の備え、亡くなった後のことについての家族以外の相談先］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士等） 

●正規の就労者 47.5％ 

（＞全体 40.2％） 

●民間賃貸（集合住宅）居住 34.2％ 

●北部地域居住 35.6％ 

（＜全体 40.2％） 

特にない 

●専業主婦・主夫 23.7％ 

（＞全体 18.6％） 

わからない 

●ひとり暮らし世帯 25.0％ 

（＞全体 19.9％） 
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言葉も内容も

知っていた

48.6%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

23.4%

言葉も内容も

知らなかった

24.4%

無回答

3.7%

(n=488)

すでに利用

している

1.4%

利用

してみたい

28.5%

利用

したくない

16.2%

わからない

51.0%

無回答

2.9%

(n=488)

68.4

32.9

11.4

8.9

5.1

3.8

2.5

0 20 40 60 80

家族等が支援してくれるから

後見人に財産管理や契約手続きを

任せるのは不安だから

申立てにかかる費用や後見人へ

支払う報酬が負担だから

制度の内容や利用方法がわからない

事務手続きが面倒だから

その他

無回答

(n=79) (2LA%)

【成年後見制度の内容を知っているのは約５割、利用意向は約３割、家族等の支援が

あり不要であるほか、制度への不安や費用・報酬の負担を不安に思う意見がある】 

［成年後見制度の認知度］ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［成年後見制度の利用意向］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［成年後見制度を利用したくない理由］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

言葉も内容も知っていた 

●女性 54.6％ 

●専業主婦・主夫 67.8％ 

●持ち家（集合住宅）居住 61.3％ 

●中央部地域居住 56.8％ 

（＞全体 48.6％） 

言葉も内容も知らなかった 

●男性 23.7％ 

●非正規の就労者 23.7％ 

●夫婦と親、または子どもの世帯 23.7％ 

●北部地域居住 25.0％ 

（＞全体 24.4％） 

属性別の特徴 

利用したくない 

●２０年以上居住 23.5％ 

●専業主婦・主夫 25.4％ 

●無職 21.8％ 

●持ち家（一戸建て）居住 25.0％ 

（＞全体 16.2％） 
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名称も事業内容も

知っていた

4.1%

名称は知っていた

9.0%

名称は知らなかったが、

和光市社会福祉協議会に

相談できるところが

あるのは知っていた

13.9%

名称も事業内容も

知らなかった

69.5%

無回答

3.5%

(n=488)

言葉も内容も

知っていた

9.6%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

25.6%

言葉も内容も

知らなかった

61.5%

無回答

3.3%

(n=488)

両方とも聞いた

ことがある

26.0%

「社会を明るくする運動」

のみ聞いたことがある

5.3%

「再犯防止啓発月間」のみ

聞いたことがある

5.7%

両方とも

聞いた

ことがない

59.4%

無回答

3.5%

(n=488)

【あんしんサポートねっと・和光市権利擁護センターの認知度は低い】 

［あんしんサポートねっとの認知度］ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

［和光市権利擁護センターの認知度］ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 更生を支援するまちづくり（再犯防止）について（問４１～問４７） 

【「社会を明るくする運動」「再犯防止啓発月間」の認知度は低い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

属性別の特徴 

言葉も内容も知らなかった 

●男性 70.1％ 

●１０年未満居住 73.8％ 

●１０年以上２０年未満居住 68.7％ 

●正規の就労者 79.0％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 74.2％ 

（＞全体 61.5％） 

属性別の特徴 

名称も事業内容も知らなかった 

●男性 74.4％ 

●１０年未満居住 77.0％ 

●１０年以上２０年未満居住 76.8％ 

●正規の就労者 82.1％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 79.2％ 

（＞全体 69.5％） 

属性別の特徴 

両方とも聞いたことがある 

●２０年以上未満居住 33.5％ 

●専業主婦・主夫 37.3％ 

●無職 33.6％ 

●持ち家（集合住宅）居住 33.1％ 

（＞全体 26.0％） 

両方とも聞いたことがない 

●１０年未満居住 73.8％ 

●正規の就労者 74.7％ 

●民間賃貸（集合住宅）居住 67.5％ 

（＞全体 59.4％） 
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54.9

32.6

32.6

30.7

24.0

17.2

12.5

0.8

10.0

4.7

0 20 40 60

就労支援

住まいの確保支援

民間協力者の活動促進

非行の防止・就学支援

経済的支援

地域住民の声掛け・関わり

その他

特に必要な支援はない

どのような支援が必要か

わからない

無回答

(n=488) (MA%)

22.1

51.0

1.0

2.9

19.1

3.9

0 20 40 60

積極的に支援すべきである

立ち直りが可能そうな人には

支援を強化すべきである

その他

特別な支援や配慮は必要ない

わからない

無回答

(n=488) (%)

思う

5.5% どちらかと言えば

思う

18.9%

どちらかと言えば

思わない

21.3%

思わない

16.6%

よく

わからない

33.0%

無回答

4.7%

(n=488)

41.0

21.7

17.6

7.8

5.2

34.1

0 10 20 30 40 50

具体的に何ができるか

わからないから

非行や犯罪をした人が怖いから

専門の民間協力者等が

対応するものだと思うから

協力はしたいが、時間等に

余裕がないから

その他

無回答

(n=346) (MA%)

【犯罪や非行の防止、立ち直り支援に肯定的な意見が多く、就労・住まいの確保・ 

非行の防止・就学支援のほか、民間協力者の活動促進が重要】 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【罪を犯した人の立ち直りに協力したいと思う人を思わない人が上回り、具体的に

何ができるかわからないとの理由が最も多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［協力したいと思わない理由］ 

  

 

 

 

 

 

  

［犯罪や非行の防止、犯罪や非行をした人たちの
立ち直りに重要だと思う支援］ 

［出所者が立ち直り、地域の一員として 
生活できるような支援についての考え］ 

そう思う＋ 
どちらかと言えば思う 
24.4 

どちらかと言えば思わない＋ 
そう思わない 
37.9 

属性別の特徴 

どちらかと言えば思わない＋ 
そう思わない 

●１０年未満居住 73.8％ 

●１０年以上２０年未満居住 73.8％ 

●正規の就労者 74.7％ 

●夫婦と親、または子どもの世帯 71.2％ 

（＞全体 37.9％） 



16 

18.6

18.0

13.3

11.3

53.5

5.9

0 20 40 60

女性自立支援施設

（旧名：婦人保護施設）

女性シェルター

女性相談支援員

（旧名：婦人相談員）

女性相談支援センター

（旧名：婦人相談所）

知らない

無回答

(n=488) (MA%)

知っている

5.7%

知らない

89.1%

無回答

5.1%

(n=488)

知っている

9.0%

知らない

84.4%

その他

1.2%

無回答

5.3%

(n=488)

47.3

45.3

39.1

37.9

37.5

37.5

21.1

19.3

7.0

0 10 20 30 40 50

気軽に法律相談が

できる窓口の拡充

就労支援

経済的な支援

居場所づくり

啓発・理解促進

居住支援

医療支援

その他

無回答

(n=488) (MA%)

⑨ 困難な問題を抱える女性支援制度について（問４８～問５１） 

【困難な問題を抱える女性への支援に関する法律、困難な問題を抱える女性への 

支援先の認知度は低い】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［困難な問題を抱える女性支援の認知状況］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【困難な問題を抱える女性支援のために行政が取り組むべきものは、法律相談窓口

の拡充、就労支援、経済的支援等、多岐に渡っている】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［『困難な問題を抱える女性への支援に 
関する法律』施行の認知度］ 

［困難な問題を抱える女性への支援に 
関する市役所内の相談先の認知度］ 

属性別の特徴 

女性自立支援施設（旧名：婦人保護施設） 

●非正規の就労者 26.9％（＞全体 18.6％） 

女性シェルター 

●女性 26.6％（＞全体 18.0％） 

女性相談支援員（旧名：婦人相談員） 

●非正規の就労者 18.3％（＞全体 13.3％） 

知らない 

●男性 64.9％（＞全体 53.5％） 

 

属性別の特徴 

気軽に法律相談ができる窓口の拡充 

●女性 50.9％ 
●非正規の就労者 55.9％ 
●持ち家（集合住宅）居住 55.0％ 

（＞全体 47.3％） 

就労支援 

●女性 48.7％  ●非正規の就労者 50.5％ 

（＞全体 45.3％） 

居場所づくり 

●女性 41.3％  ●１０年未満居住 47.6％ 
（＞全体 37.9％） 

啓発・理解促進 

●男性 45.0％ 
●１０年未満居住 58.7％ 
●正規の就労者 59.9％ 
●民間賃貸（集合住宅）居住 52.5％ 

（＞全体 37.5％） 
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男性

50.3%
女性

46.6%

無回答

3.1%

(n=131)

1.5

3.8

3.8

9.2

9.2

8.4

16.8

44.3

3.1

0 10 20 30 40 50

16～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答

(n=131) (%)

0.0

4.6

7.6

21.4

63.4

3.1

0 20 40 60 80

１年未満

１年以上５年未満

５年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上

無回答

(n=131) (%)

4.6

6.9

3.1

19.8

2.3

53.4

7.6

2.3

0 20 40 60

正規の社員・職員・役員

非正規の社員・職員

（嘱託・パート・アルバイト・

契約・派遣）

自由業・自営業

（家業手伝いを含む）

専業主婦・主夫

学生

無職

その他

無回答

(n=131) (%)

（２） 避難行動要支援者調査 

① 回答者及び家族の状況等（問１～問７） 

性別     年齢 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住年数       就労状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10 年未満 11.2 
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33.6

40.5

3.8

13.7

0.8

5.3

2.3

0 10 20 30 40 50

持ち家（一戸建て）

持ち家（集合住宅）

民間賃貸（一戸建て）

民間賃貸（集合住宅）

社宅・公務員住宅等

その他

無回答

(n=131) (%)

24.4

28.2

3.1

23.7

7.6

0.8

0.8

7.6

3.8

0 10 20 30

ひとり暮らし

夫婦のみ

夫婦と親（二世帯同居）

夫婦と子ども（二世代同居）

ひとり親と子ども

（一番下の子どもが18歳以上）

ひとり親と子ども

（一番下の子どもが18歳未満）

三世代同居

その他

無回答

(n=131) (%)

北部

28.2%

中央部

32.8%

南部

38.2%

無回答

0.8%

(n=131)

世帯構成       住居形態 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住地域 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

夫婦と親、 
または子ども  
26.8 

ひとり親と子ども 
8.4 

○北部 

白子３～４丁目、下新倉、新倉 

○中央部 

西大和団地、広沢、丸山台、中央、本町 

○南部 

白子１～２丁目、諏訪、諏訪原団地、南 
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家を行き来する等、

親しくしている

17.6%

立ち話を

する程度

27.5%

挨拶を

する程度

41.2%

ご近所付き合いを

していない

10.7%

無回答

3.1%

(n=131)

6

2

1

1

5

0

0

3

0 2 4 6 8 10

普段、付き合う機会がないから

気の合う人や話の合う人が

近くにいないから

同世代の人が近くにいないから

あまり関わりを持ちたくないから

必要性を感じていないから

仕事や学業、家事・育児等で

忙しく時間がないから

引っ越してきて間もないから

その他

(n=14) (MA人)

10.7

8.4

5.3

1.5

1.5

63.4

13.0

0 20 40 60 80

高齢者のみで構成され、主世帯員同士が

介護している世帯（老々介護）

近隣や地域と関わりを持たない世帯

（孤立世帯）

大量のごみが自宅や周辺に

放置されている世帯（ごみ屋敷）

高齢の親がひきこもり状態にある

中高年の子どもの生活を

支えている世帯（8050世帯）

家族の間で虐待が

疑われている世帯（虐待）

見たり聞いたりしたことはない

無回答

(n=131) (MA%)

② 近所付き合い、地域の暮らしについて（問８～問１２） 
 

【近所の人とは挨拶をする程度が約４割】 

           ［ご近所付き合いをしていない理由］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家を行き来する等、親しくしている 

●避難行動要支援者 17.6％ 

（＞市民調査 11.7％） 

 

 

【地域で課題を抱えていると思われる世帯は、老々介護や孤立世帯など】 

  

 

 

 

 

 

  

市民調査との比較 

ご近所付き合いをしていない 

●避難行動要支援者 10.7％ 

（＜市民調査 13.5％） 

※回答の最大数が 10 人未満のため人数で掲載 

※1.0％以上の回答を掲載 
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そう思う

22.1%

まあそう思う

49.6%

あまりそう

思わない

16.8%

思わない

4.6%

無回答

6.9%

(n=131)

34.4

32.8

26.7

26.0

22.9

22.1

0 10 20 30 40

お互いの文化を知る機会を増やす

気軽に相談できる窓口の充実、

地域とのかかわりを増やすための

受け入れ体制を整備する

日本語習得の手伝いをする

地域活動や行事に誘う等

地域との関わりを深める

お知らせや情報について

外国語版を作成する

言葉がわかるボランティアを増やす

(n=131) (MA%)

【子どもたちがすごしやすい居場所が確保されているまちだと思っているのは約８割】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【在住外国人が暮らしやすい地域にするには、文化の相互理解、相談窓口や受け入れ

体制の整備等が求められている】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う＋ 
まあそう思う 
71.7 

あまりそう思わない＋ 
そう思わない 
21.4 

市民調査との比較 

そう思う＋まあそう思う 

●避難行動要支援者 71.7％ 

（＜全体 79.5％） 

※20.0％以上の回答を掲載 
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ア．安否確認の声掛け

イ．ちょっとした買い物やゴミ出し

ウ．食事や掃除・洗濯の手伝い

エ．通院の送迎や外出の手助け

オ．子どもの預かり

カ．話し相手や相談相手

キ．災害時の避難の手助け

ク．具合が良くない時に病院等に
    連絡する

ケ．その他

33.6 

15.3 

13.0 

20.6 

0.8 

7.6 

38.9 

25.2 

0.8 

24.4 

18.3 

5.3 

6.9 

5.3 

19.1 

15.3 

18.3 

0.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

手助けしてほしい 手助けできる(n=131)

③ 市民同士の支え合い、地域活動について（問１３～問２０） 

【手助けをしてほしいと思うことは、災害時の避難の手助け、安否確認の声掛け、具

合が良くない時の病院への連絡が多く、周りの人に手助けできることは安否確認の

声掛け、話し相手や相談相手など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

手助けをしてほしいこと 

災害時の避難の手助け 

●避難行動要支援者 38.9％ 

（＞市民調査 15.4％） 

安否確認の声掛け 

●避難行動要支援者 33.6％ 

（＞市民調査 10.5％） 

具合が良くない時に病院等に連絡する 

●避難行動要支援者 25.2％ 

（＞市民調査 8.4％） 

 

 

 

 

  

手助けできること 

安否確認の声掛け 

●避難行動要支援者 24.4％ 

（＜市民調査 41.8％） 

話し相手や相談相手 

●避難行動要支援者 19.1％ 

（＜市民調査 （26.0％） 

ちょっとした買い物やゴミ出し 

●避難行動要支援者 18.3％ 

（＜市民調査 30.3％） 

具合が良くない時に病院等に連絡する 

●避難行動要支援者 18.3％ 

（＜市民調査 40.4％） 

市民調査との比較 
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※10.0％以上の回答を掲載 

1.5

1.5

3.1

2.3

0.0

0.8

5.3

12.2

3.8

13.0

2.3

4.6

12.2

13.7

11.5

9.9

13.0

15.3

14.5

6.1

19.8

0.0

0 10 20 30 40

ア．子育て世帯・青少年を支援する活動、

子ども会やＰＴＡ活動

イ．高齢者を支援する活動

ウ．障害のある人を支援する活動

エ．お祭りや運動会等のレクリエーション活動、

地域の伝統や文化を伝える活動

オ．交通安全や犯罪防止等、

地域の安全を守る活動

カ．防災訓練や災害時に

救援・支援をする活動

キ．地域の環境美化、環境保全・

自然保護等の活動

ク．自治会・地区社協の活動

ケ．生きいきクラブ・婦人会・

消防団等の活動

コ．趣味・習い事等の活動

サ．その他

取り組んでいる 取り組みたい

(n=131) (MA%)

27.5

25.2

17.6

14.5

12.2

12.2

0 10 20 30

身近なところに活動できる場がある

時間や期間にあまり縛られない

参加することで生きがい等につながる

活動や団体に関する情報を紹介してくれる

世話人やリーダーがいる

友人・知人と一緒に参加できる

(n=131) (MA%)

【地域活動やボランティア活動への取り組み状況や活動意向の多くは市民調査を 

下回っているものの、生きいきクラブ・婦人会・消防団等の活動への取り組みや、 

自治会・地区社協への活動意向は市民調査を上回る】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域活動やボランティア活動は、身近なところに活動できる場があり、時間や期間

に縛られないことが参加・活動しやすい】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民調査との比較 

取り組んでいる 

生きいきクラブ・婦人会・消防

団等の活動 

●避難行動要支援者 3.8％ 

（＞市民調査 2.9％） 

取り組みたい  

自治会・地区社協の活動 

●避難行動要支援者 14.5％ 

（＞市民調査 13.3％） 
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19.8

12.2

6.1

3.1

0.8

34.4

21.4

9.2

0 10 20 30 40

同じ趣味・志向を持つ人たちの活動

（生きいきクラブ・趣味の同好会・

教室・子育てサークル・ボランティア団体）

地縁を基盤とする活動

（自治会、地区社協、マンション管理組合等）

特定分野の法人を基盤とする活動

（ＮＰＯ法人・社会福祉法人等）

学校等を基盤にする活動

（保護者会・ＰＴＡ・おやじの会等）

その他

特にない

わからない

無回答

(n=131) (MA%)

参画している

1.5%

知っている

22.9%

活動はわからないが

名前は知っている

26.7%

知らない

45.8%

無回答

3.1%

(n=131)

知っている

25.2%

名前を聞いたことはあるが

何をしているか知らない

28.2%

知らない

41.2%

無回答

5.3%

(n=131)

【参加しやすいと思う地域活動は、同じ趣味・志向を持つ人たちの活動や地縁を基盤

とする活動だが、特にない意見が多く見られる】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地区社協や社会福祉協議会を知っているのは４人に１人で、市民調査を上回る】 

［地区社協の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［和光市社会福祉協議会（ボランティアセンター、地域福祉コーディネーターなど）の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民調査との比較 

知っている 

●避難行動要支援者 22.9％ 

（＞市民調査 17.2％） 

知らない 

●避難行動要支援者 45.8％ 

（＜市民調査 51.2％） 

市民調査との比較 

知っている 

●避難行動要支援者 25.2％ 

（＞市民調査 17.8％） 

知らない 

●避難行動要支援者 41.2％ 

（＜市民調査 49.4％） 
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※困りごとがある方のみ回答 

53.4

41.2

31.3

30.5

26.0

17.6

9.2

4.6

3.8

2.3

2.3

2.3

3.1

3.1

0 20 40 60

同居の家族

別居の家族や親戚

かかりつけ医・薬剤師や

保健師等の医療関係者

友人・知人

ケアマネジャー（介護支援専門員）・

ヘルパー（介護員）等の事業者

地域包括支援センター

市の職員

市の社会福祉協議会

自治会や地区社協

民生委員・児童委員

地域福祉コーディネーター

その他

身近に相談できる人や機関はない

無回答

(n=131) (MA%)

69.6

26.1

21.7

13.0

13.0

8.7

8.7

4.3

4.3

4.3

0 20 40 60 80

自分の健康・病気

家族の健康・病気

生活費のやりくり

住まい

人間関係、

人との付き合い方

自分または家族の

ひきこもり

中高年の子どもの

生活を支えている

家族の介護・介助

ヤングケアラー（未成年の

子どもによる介護負担）

財産管理

(n=23) (MA%)

41.2

31.3

17.6

20.6

15.3

3.8

14.5

0 10 20 30 40 50

話し相手

相談窓口

同じ悩みを持つ人との交流の場

趣味やスポーツなど、没頭できるもの

一緒に食事ができる人・場所

その他

無回答

(n=131) (MA%)

④ 暮らしのことについて（問２１～問２３） 

【日常生活の困りごとの相談先は家族のほか、医療・介護関係者が多く、自分の健康

が最も多い】 

［日常生活の困りごとの相談先］   ［生活上の困りごと］ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日常生活の困りごとの相談先  

かかりつけ医・薬剤師や保健師等の医療関係者 

●避難行動要支援者 31.3％ 

（＞市民調査 17.2％） 

ケアマネジャー（介護支援専門員）・ヘルパー（介護員）等の事業者 

●避難行動要支援者 26.0％ 

（＞市民調査 6.1％） 

 

【孤独・孤立を感じた時に、話し相手や相談窓口を望む声が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

地域包括支援センター 

●避難行動要支援者 17.6％ 

（＞市民調査 7.2％） 

市民調査との比較 
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44.3

29.0

22.1

19.8

19.8

18.3

1.5

22.1

11.5

0 10 20 30 40 50

相談体制や情報提供の充実

利用者の立場や権利を

保護・擁護する制度の充実

市民活動の導入による

福祉サービスの確保と活性化

市民・関連団体・行政の

連携と協働の推進

市民への福祉意識の啓発

ボランティア団体や

ＮＰＯ等の活動支援

その他

特にない

無回答

(n=131) (MA%)

ア．支援に繋がらない世帯に
    対する訪問型支援の充実

イ．どこに相談すれば良いか
    わからない不安や悩みを
    受け付ける相談窓口の充実

ウ．社会参加のきっかけづくりと
    なる居場所支援の充実

29.8 

48.1 

27.5 

36.6 

30.5 

38.2 

66.4 

78.6 

65.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

進めるべき どちらかというと進めるべき(n=131)

55.0

22.9

19.8

19.1

4.6

3.8

5.3

17.6

2.3

0 20 40 60

市の広報紙・チラシ

市ホームページ

家族、友人・知人からの口コミ

市役所・相談機関等の窓口

ＳＮＳ

テレビ（ケーブルテレビを含む）・ラジオ

その他

特にない、情報は入手していない

無回答

(n=131) (MA%)

⑤ 福祉サービスについて（問２４～問２６） 

【福祉サービスを充実する取り組みは、相談体制や情報提供・権利擁護の充実を望

む声が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生活上の困りごとを抱えている世帯に対して、どこに相談すれば良いかわからな

い不安や悩みを受け付ける相談窓口の充実を進めるべきとの意見が約８割】 

  

 

 

 

 

 

 

 

【市の福祉サービスに関する情報の入手先は、市の広報紙・チラシが多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

市民調査との比較 

市ホームページ 

●避難行動要支援者 22.9％ 

（＜市民調査 29.3％） 
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46.6

30.5

9.9

7.6

2.3

0.8

34.4

3.1

0 10 20 30 40 50

避難所の場所と避難場所への

経路を確認している

災害に備え、備蓄を行っている

日頃から地域の防災訓練に

参加している

災害等の緊急時に、手助けが

必要な近隣住民を知っている

地域の自主防災組織に

参加している

その他

特にない

無回答

(n=131) (MA%)

言葉も内容も

知っていた

22.1%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

22.1%

言葉も内容も

知らなかった

52.7%

無回答

3.1%

(n=131)

登録している

18.3%

登録していない

52.6%

わからない

26.0%

無回答

3.1%

(n=131)

37.7

34.8

34.8

10.1

5.8

0 10 20 30 40

制度を知らない

自力で避難できるため必要ない

同居する家族がいるため必要ない

他人に迷惑をかけたくない

個人情報の取扱いに懸念がある

(n=69) (MA%)

⑥ 災害対策について（問２７～問３９） 

【災害発生時に備えた取り組みは、避難場所や避難経路の確認、備蓄が多いものの、

市民調査を大きく下回る】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【避難行動要支援者名簿を知らないのは５割以上、名簿の登録者は２割弱、登録しな

い理由は制度を知らない、自力避難が可能・同居家族がいるため必要ないとの意見

が多い】 

［避難行動要支援者名簿の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［避難行動要支援者名簿の登録状況］    ［登録していない理由］ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

市民調査との比較 

言葉も内容も知っていた 

●避難行動要支援者 22.1％ 

（＞市民調査 14.8％） 

言葉も内容も知らなかった 

●避難行動要支援者 52.7％ 

（＜市民調査 63.3％） 

市民調査との比較 

避難所の場所と避難場所への経路を 
確認している 

●避難行動要支援者 46.6％ 

（＜市民調査 56.4％） 

災害に備え、備蓄を行っている 

●避難行動要支援者 30.5％ 

（＜市民調査 44.7％） 

※回答のあったもののみ掲載 

52.7% 
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言葉も内容も

知っていた

12.2%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

22.9%

言葉も内容も

知らなかった

57.3%

無回答

7.6%

(n=131)

とても意義が

あると思う

33.6%

ある程度意義が

あると思う

31.3%

どちらとも

いえない

21.4%

あまり意義は

ないと思う

3.1%

意義はない

と思う

2.3%

無回答

8.4%

(n=131)

58.8

51.9

51.1

42.7

42.0

25.2

15.3

5.3

3.8

0 20 40 60

避難所での生活

避難するタイミング

薬、持病

食料

避難すべき場所

子どもや高齢者等の

安全確保や避難支援

地域の危険性

その他

無回答

(n=131) (MA%)

知っている

63.4%

知らない

33.6%

無回答

3.1%

(n=131)

【個別避難計画を知らないのは５割以上、作成に意義があると思うのは６割以上】 

［個別避難計画の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

［個別避難計画の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害時に心配になることは、避難所での生活、避難するタイミング、薬、持病など多

岐に渡り、地域の避難場所の認知度は６割以上】 

［災害が直面した時に心配になること］    ［地域の避難場所の認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民調査との比較 

言葉も内容も知っていた 

●避難行動要支援者 12.2％ 

（＞市民調査 8.0％） 

言葉も内容も知らなかった 

●避難行動要支援者 57.3％ 

（＜市民調査 68.4％） 

とても意義があると思う＋ 
ある程度意義があると思う 
64.9 

あまり意義はないと思う＋ 
意義はないと思う 
5.4 
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58.0

32.8

19.8

18.3

13.7

11.5

10.7

8.4

1.5

3.8

11.5

6.1

0 20 40 60

安否の確認体制

避難行動要支援者が円滑に

避難するための情報伝達手段

在宅避難に向けて自宅内の

安全確保（家具の転倒防止等）

平常時における避難支援等の

関係者との連携

避難行動要支援者名簿の作成

発生時または発生のおそれがある時に

避難支援等に協力を依頼する企業団体等との協定

避難支援等関係者の安全確保

個別避難計画の作成

その他

特にない

わからない

無回答

(n=131) (3LA%)

54.2

52.7

13.7

12.2

4.6

12.2

0 20 40 60

市広報に

特集記事を掲載する

案内のチラシを

全戸配布する

関係各課窓口や介護

事業所にチラシを掲示する

市民向けに

制度説明会を開催する

その他

無回答

(n=131) (MA%)

55.0

45.8

19.8

3.1

3.1

14.5

4.6

0 20 40 60

急な入院や施設への入所のこと

判断能力が低下した時の生活のこと

預貯金や生活費の管理のこと

遺言作成・終活に関すること

その他

特にない

無回答

(n=131) (2LA%)

19.8

19.1

15.3

13.0

7.6

2.3

45.8

5.3

0 10 20 30 40 50

遺品整理に関すること

葬儀やお墓に関すること

公共料金等の解約のこと

相続のこと

所有財産のこと

その他

特にない

無回答

(n=131) (2LA%)

【避難行動要支援者対策は、安否の確認体制、円滑に避難するための情報伝達手段

が多く、より広い周知には市広報やチラシの全戸配布を望む意見が多い】 

［災害が直面した時に心配になること］  ［避難行動要支援者対策の周知方法］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 権利擁護支援について（問４０～問４７） 

【急な入院・施設入所や将来の判断能力の低下、自身の死後の遺品整理・葬儀等に不

安を感じる人が多く、身近な支援機関への相談を望む声が多い】 

［将来の備えとして不安を感じること］   ［自身が亡くなった後のことで不安なこと］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民調査との比較 

急な入院や施設への入所のこと 

●避難行動要支援者 55.0％ 

（＜市民調査 44.7％） 
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31.3

22.9

18.3

6.1

8.4

21.4

14.5

5.3

0 10 20 30 40

身近な支援機関

（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）

専門職（弁護士・司法書士・

社会福祉士等）

和光市権利擁護センター

同じ地域の方

その他

特にない

わからない

無回答

(n=131) (MA%)

言葉も内容も

知っていた

45.8%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

20.6%

言葉も内容も

知らなかった

28.2%

無回答

5.3%

(n=131)

すでに利用

している

3.1%

利用

してみたい

24.4%

利用

したくない

22.9%

わからない

42.7%

無回答

6.9%

(n=131)

56.7

33.3

30.0

6.7

3.3

6.7

0 20 40 60

家族等が支援してくれるから

後見人に財産管理や契約手続きを

任せるのは不安だから

申立てにかかる費用や後見人へ

支払う報酬が負担だから

事務手続きが面倒だから

制度の内容や

利用方法がわからない

その他

(n=30) (2LA%)

［将来の備え、亡くなった後のことについての家族以外の相談先］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成年後見制度の内容を知っているのは５割以下、利用意向は３割以下、家族等の支

援があり不要であるほか、費用・報酬の負担を不安に思う意見が多い】 

［成年後見制度の認知度］ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

［成年後見制度の利用意向］  ［成年後見制度を利用したくない理由］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民調査との比較 

身近な支援機関（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等） 

●避難行動要支援者 31.3％ 

（＞市民調査 23.4％） 

専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士等） 

●避難行動要支援者 22.9％ 

（＜市民調査 40.2％） 

和光市権利擁護センター 

●避難行動要支援者 18.3％ 

（＞市民調査 13.1％） 

特にない 

●避難行動要支援者 21.4％ 

（＞市民調査 18.6％） 

市民調査との比較 

言葉も内容も知らなかった 

●避難行動要支援者 28.2％ 

（＞市民調査 24.4％） 

市民調査との比較 

利用したくない 

●避難行動要支援者 22.9％ 

（＞市民調査 16.2％） 
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35.1

29.8

23.7

6.9

4.6

23.7

13.0

0 10 20 30 40

身近な支援機関

（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）

和光市権利擁護センター

専門職

（弁護士・司法書士・社会福祉士等）

同じ地域の方

その他

わからない

無回答

(n=131) (MA%)

言葉も内容も

知っていた

9.9%

言葉は聞いたことが

あったが、内容は

知らなかった

24.4%
言葉も内容も

知らなかった

60.3%

無回答

5.3%

(n=131)

名称も事業内容も

知っていた

6.9%

名称は知っていた

10.7%

名称は知らなかったが、

和光市社会福祉協議会に

相談できるところが

あるのは知っていた

13.0%

名称も事業内容も

知らなかった

62.6%

無回答

6.9%

(n=131)

両方とも聞いた

ことがある

22.1%

「社会を明るくする運動」

のみ聞いたことがある

5.3%

「再犯防止啓発月間」のみ

聞いたことがある

6.9%

両方とも

聞いた

ことがない

55.7%

無回答

9.9%

(n=131)

【判断能力が低下して、身近に支援できる親族等がいない場合、身近な支援機関や

和光市権利擁護センターの支援を望む声が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【あんしんサポートねっと・和光市権利擁護センターの認知度は低い】 

［あんしんサポートねっとの認知度］  ［和光市権利擁護センターの認知度］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 更生を支援するまちづくり（再犯防止）について（問４８～問５４） 

【「社会を明るくする運動」「再犯防止啓発月間」の認知度は低い】 
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思う

6.9%
どちらかと言えば

思う

19.8%

どちらかと言えば

思わない

12.2%思わない

10.7%

よく

わからない

36.6%

無回答

13.7%

(n=131)

58.8

40.5

28.2

22.1

13.7

13.0

3.1

0.8

17.6

9.2

0 20 40 60

就労支援

住まいの確保支援

経済的支援

非行の防止・就学支援

民間協力者の活動促進

地域住民の声掛け・関わり

その他

特に必要な支援はない

どのような支援が必要か

わからない

無回答

(n=131) (MA%)

19.1

34.4

1.5

2.3

28.2

14.5

0 10 20 30 40

積極的に支援すべきである

立ち直りが可能そうな人には

支援を強化すべきである

その他

特別な支援や配慮は必要ない

わからない

無回答

(n=131) (%)

40.0

34.3

17.1

2.9

37.1

0 10 20 30 40 50

民間協力者との連携

声掛け・関わりを持つ

再犯防止等の啓発活動に参加する

その他

具体的には思いつかないが、

できることをやりたい

(n=35) (MA%)

【犯罪や非行の防止、立ち直り支援に肯定的な意見が多く、就労・住まいの確保・ 

経済的支援が重要】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【罪を犯した人の立ち直りに協力したいと思う人が思わない人を上回り、民間協力

者との連携のほか、具体的には思いつかないが、できることをやりたいとの意見が

多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

［協力をしたいと思う人が希望する支援内容］ 

  

 

 

 

 

 

  

［犯罪や非行の防止、犯罪や非行をした人たちの
立ち直りに重要だと思う支援］ 

［出所者が立ち直り、地域の一員として 
生活できるような支援についての考え］ 

そう思う＋ 
どちらかと言えば思う 
26.7 

どちらかと言えば思わない＋ 
そう思わない 
22.9 
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知っている

6.9%

知らない

87.0%

無回答

6.1%

(n=131)

知っている

5.3%

知らない

82.4%

無回答

12.2%

(n=131)

19.8

7.6

5.3

5.3

58.8

16.0

0 20 40 60

女性シェルター

女性自立支援施設

（旧名：婦人保護施設）

女性相談支援センター

（旧名：婦人相談所）

女性相談支援員

（旧名：婦人相談員）

知らない

無回答

(n=131) (MA%)

39.7

39.7

35.9

34.4

29.0

22.1

8.4

2.3

18.3

0 10 20 30 40

居住支援

就労支援

気軽に法律相談が

できる窓口の拡充

経済的な支援

居場所づくり

医療支援

啓発・理解促進

その他

無回答

(n=131) (MA%)

⑨ 困難な問題を抱える女性支援制度について（問５５～問５８） 

【困難な問題を抱える女性への支援に関する法律、困難な問題を抱える女性支援先

の認知度は低い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［困難な問題を抱える女性支援の認知状況］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【困難な問題を抱える女性支援のために行政が取り組むべきものは、居住支援、就

労支援、法律相談窓口の拡充、経済的支援等、多岐に渡っている】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［『困難な問題を抱える女性への支援に 
関する法律』施行の認知度］ 

［困難な問題を抱える女性への支援に 
関する市役所内の相談先の認知度］ 
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男性

37.2%

女性

61.6%

回答しない

1.2%

(n=86)

0.0

0.0

3.5

8.1

10.5

33.7

40.7

2.3

1.2

0 10 20 30 40 50

16～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答

(n=86) (%)

58.1

20.9

9.3

0.0

10.5

1.2

0 20 40 60

人に勧められたから

地域に貢献したかったから

興味があったから

順番等で強制的に

その他

無回答

(n=86) (%)

48.8

41.9

36.0

33.7

17.4

16.3

8.1

5.8

3.5

1.2

0 20 40 60

自身の成長に繋がるから

人の役に立っていると感じられるから

楽しさややりがいを感じられるから

地域の中にニーズがあるから

やめにくい雰囲気から

付き合いで

ほかの人が困るから

なんとなく

その他

無回答

(n=86) (MA%)

44.2

38.4

31.4

19.8

18.6

15.1

12.8

0 10 20 30 40 50

活動に参加する人が固定化している

活動に参加する人が少ない

活動する人の負担が大きい

市民の理解や協力を得るのが難しい

的確な対応が難しい事例がある

「支援する人」から「支援される人」への

一方的な活動になりやすい

活動する場所や費用の確保が大変である

(n=86) (3LA%)

※10.0％以上の回答を掲載 

（３） 地域福祉関係者調査 

① 回答者及び活動の状況等（問１～問６） 

性別     年齢 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【活動を始めたきっかけは人に勧められたのが約６割、活動を続けてきた理由は自

身の成長に繋がることや人の役に立っていると感じられることから】 

［活動を始めたきっかけ］     ［活動を続けてきた理由］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【活動継続の上での課題は、参加者の固定化や人数が少ないこと、負担が大きいこ

となど】 
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48.8

40.7

30.2

24.4

20.9

16.3

15.1

14.0

11.6

0 10 20 30 40 50

世代間の交流が少ない

近所との交流がない

地域の中で気軽に集まれる場所が少ない

地域の活動が活発でない

緊急時にどうしたらよいかわからない

挨拶をしない人が多い

移動手段が整っていない

必要な支援に繋がってない人がいる

地域から孤立している人がいる

(n=86) (MA%)

※10.0％以上の回答を掲載 

とても

関心がある

2.3%

ある程度

関心がある

34.9%あまり

関心がない

60.5%

全く

関心がない

2.3%

(n=86)

受けたことがある

12.8%

受けたこと

はない

86.0%

無回答

1.2%

(n=86)

41.9

34.9

16.3

16.3

8.1

8.1

31.4

0 10 20 30 40 50

高齢者のみで構成され、主世帯員同士が

介護している世帯（老々介護）

近隣や地域と関わりを

持たない世帯（孤立世帯）

大量のごみが自宅や周辺に

放置されている世帯（ごみ屋敷）

自宅にひきこもっている人が

いると思われる世帯（ひきこもり）

高齢の親がひきこもり状態にある

中高年の子どもの生活を

支えている世帯（8050世帯）

家族の間で虐待が

疑われている世帯（虐待）

見たり聞いたりしたことはない

(n=86) (MA%)

② 担当地域、活動地域について（問７～問１２） 

【地域での課題は、世代間や近所との交流が少ないこと、気軽に集まれる場所が少

ないことなどで、地域住民が活動に関心がないと思うのは６割超】 

［担当地域、活動地域での課題］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域で課題を抱えていると思われる世帯は老々介護や孤立世帯など、ひきこもり

傾向の当事者や家族等からの相談・情報提供を受けたことがあるのは１割超】 

 

［担当地域、活動地域で見聞きしたことのある世帯］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［地域住民の支え合いや 
助け合い活動への関心］ 

とても関心がある＋ 
ある程度関心がある 
37.2 

あまり関心がない＋ 
全く関心がない 
62.8 

※5.0％以上の回答を掲載 

［「ひきこもり」の傾向にある方や 
家族等からの相談や情報提供を 

受けた経験］ 
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31.4

30.2

14.0

11.6

7.0

5.8

3.5

9.3

20.9

7.0

0 10 20 30 40

個人情報の取り扱いが難しいため、

必要な情報を共有できない

具体的に何をすればよいかわからない

支援を拒否される

本人や世帯が過去に受けていた

支援内容や支援していた機関がわからない

連携して支援を行うにあたって、

各相談支援機関等の明確な

役割分担ができていない

他の相談支援機関との連絡・調整が

難しく、スムーズに連携ができていない

困りごとに対応できる

相談支援機関がわからない

その他

特に困りごとはない

無回答

(n=86) (MA%)

37.2

27.9

25.6

23.3

22.1

17.4

11.6

0 10 20 30 40

地域で活動する団体や市内で

活動している人同士を結びつける

仕組みを整える

活動に資する情報・機会や

地域との交流の機会を提供する

活動場所の提供

活動を希望する市民と人材を

求める地域活動団体を

結びつける仕組みを整える

活動資金の援助

地域のために活動する

きっかけづくりとなる講座等を実施する

活動の中心的な役割を担う

市民を育成するため、専門知識を

学ぶ講座等を実施する

(n=86) (2LA%)

【活動での困りごとは、必要な情報共有の困難さや具体的な活動がわからないこと

など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 地域福祉に関する質問（問１３～問１６） 

【市民の地域活動支援のために市が取組を進めるべき内容は、活動する団体や人を

結ぶ仕組みづくりや、交流の機会の提供、活動場所の提供など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※10.0％以上の回答を掲載 
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37.2

33.7

29.1

22.1

20.9

18.6

18.6

17.4

11.6

11.6

0 10 20 30 40

相談体制や情報提供の充実

市民・関連団体・行政の

連携と協働の推進

施設サービス（保育園や入所施設等）の

質と量の確保

子どもから高齢者までの健康や

介護予防を支援する保健事業の充実

市民への福祉意識の啓発

在宅サービスの質と量の確保

市民同士が支え合う仕組みの充実

利用者の立場や権利を

保護・擁護する制度の充実

ボランティア団体やＮＰＯ等の

育成・活動支援

民間活力の導入による

福祉サービスの確保と活性化

(n=86) (3LA%)

52.3

32.6

18.6

15.1

16.3

7.0

4.7

4.7

2.3

2.3

10.5

3.5

0 20 40 60

福祉関係の団体

自治会

防災・防犯、交通安全

関係の団体

学校関係の団体、ＰＴＡ等

保健・医療関係の団体

企業、商店（街）

スポーツ関係の団体

弁護士・会計士等の専門職

環境美化・リサイクル、

みどりの保全関係の団体

その他

特にない

無回答

(n=86) (2LA%)

66.3

43.0

41.9

39.5

25.6

19.8

18.6

9.3

2.3

4.7

7.0

3.5

0 20 40 60 80

安否確認

安全な場所への避難の手助け

精神的ケア（話を聞く等）

災害状況や避難情報の伝達

家族や親族への連絡

一時的な保護

生活必需品の確保

介護や手当て

協力できない、または難しい

その他

わからない

無回答

(n=86) (MA%)

【福祉サービスの充実のためには、相談体制や情報提供の充実、市民・関連団体・行

政の連携と協働の推進等が求められている】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害時に地域福祉関係者として協力できることは、安否確認や避難の手助け、 

精神的ケア、情報伝達など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※10.0％以上の回答を掲載 

［福祉サービスの充実のために 
特に重要と考える取り組み］ 

［活動の上で協力や連携をしたい
団体や組織］ 
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40.7

19.8

5.8

3.5

2.3

2.3

1.2

48.8

2.3

0 20 40 60

福祉サービスの利用のこと

入院・施設への入所のこと

日常的なお金の管理のこと

お墓や遺品整理のこと

相続のこと

成年後見制度の

利用に関すること

その他

そういった相談は

受けていない

無回答

(n=86) (3LA%)

57.0

30.2

20.9

12.8

1.2

2.3

17.4

2.3

0 20 40 60

身寄りのない方への入院・入所から

終末期までの一貫したサポート

相談や遺言等、終活についての

相談窓口の設置

成年後見制度の

普及・啓発に関すること

後見人として活動している方や

団体への支援の充実

その他

特にない

わからない

無回答

(n=86) (2LA%)

66.3

32.6

18.6

16.3

14.0

4.7

3.5

0 20 40 60 80

身寄りのない方への入院・入所

から終末期までの一貫したサポート

成年後見制度利用に関する相談を

中心に、相続や遺言等、終活に

ついての相談窓口

地域の関係機関や団体と協力して、

定期的な相談会や講演会、

勉強会の開催

親族でも専門職でもない後見人として、

「市民後見人」の養成と活動を支援

親族後見人やその他後見人を

担う成年後見制度普及啓発団体への

支援の充実

その他

無回答

(n=86) (2LA%)

④ 権利擁護支援について（問１７～問１９） 

【困りごとや相談内容は、福祉サービスの利用のことや入院・施設への入所のことが

多く、今後は身寄りのない方への入院・入所から終末期までの一貫したサポートや

相談や遺言等、終活についての相談窓口の設置などが求められている】 

［活動のなかで多い困りごとや相談内容］     ［権利擁護支援について必要だと感じる取り組み］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［権利擁護センターに期待すること］ 
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44.2

38.4

37.2

33.7

33.7

25.6

25.6

22.1

14.0

0 10 20 30 40 50

罪を犯した人に対する支援ネットワーク

（病院、学校、福祉施設等の機関や

民間団体で構成）を作る

民間協力者に対する研修を充実する

再犯防止に協力する民間協力者に

対して、活動する場所を支援する

罪を犯した人を支援することに

関する市職員の知識向上を図る

罪を犯した人が暮らす

住宅を確保する

罪を犯した人を市の機関で雇用する

再犯防止に協力する民間協力者に

対して、財政的な支援をする

市民に対して、再犯防止について

広報・啓発活動する

罪を犯した人を支援する

各種手続きの簡素化・円滑化を図る

(n=86) (MA%)

87.2

58.1

50.0

39.5

38.4

37.2

3.5

3.5

1.2

0 20 40 60 80 100

就労支援

住まいの確保支援

非行の防止・

就学支援

地域住民の

声掛け・関わり

民間協力者の

活動促進

経済的支援

その他

どのような支援が

必要かわからない

無回答

(n=86) (MA%)

思う

18.6%

どちらかと

言えば

思う

37.2%
どちらかと言えば

思わない

14.0%

思わない

4.7%

よく

わからない

23.3%

無回答

2.3%

(n=86)

⑤ 再犯防止について（問２０～問２２） 

【罪を犯した人の地域生活には、就労支援、住まいの確保支援、非行の防止・就学支

援を必要とする意見が多く、再犯防止のために市がするべきだと思うことは、支援

ネットワークの形成や、民間協力者への研修や活動場所の支援など】 

［罪を犯した人の地域生活に必要な支援］ ［再犯防止のために市がするべきだと思うこと］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【罪を犯した人の立ち直りに協力したいと思う人が思わない人を大きく上回る】 

罪を犯した人の立ち直りに協力したいと「思う」「どちらかと言えば思う」は合わせて

55.8％、「どちらかと言えば思わない」「思わない」は合わせて 18.7％、「よくわからない」

は 23.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

※10.0％以上の回答を掲載 

そう思う＋ 
どちらかと言えば思う 
55.8 

どちらかと言えば思わない＋ 
そう思わない 
18.7 
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43.4

22.1

14.0

5.1

3.7

10.3

1.5

0 10 20 30 40 50

10年未満

10～19年

20～29年

30～39年

40～49年

50年以上

無回答

(n=136) (%)

10名未満

29.4%

10～49名

52.9%

50～99名

8.8%

100 名以上

5.1%

無回答

3.7%

(n=136)

（４） 地域福祉関係団体調査 

① 団体の活動状況等（問１～問４） 

活動年数      従業員数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市内における活動（事業）内容は、高齢者支援、子育て支援、障害者支援、教育活動、

地域交流等、幅広い分野にわたっている】 

○高齢者支援： 

ラジオ体操や健康体操など身体を動かすことやサロン（カフェ）、勉強会、地域イベント

への参加、介護サービス（訪問介護、居宅介護、通所介護、訪問看護、小規模多機能型

居宅介護、サービス付き高齢者向け住宅、老人保健施設等）、介護タクシー等 

○子育て支援： 

保育園や認定こども園の運営、児童館や放課後児童クラブの運営、保育所訪問支援、

児童発達支援、地域子育て支援拠点事業、子育て支援ケアマネジャーによる相談支援、

こども食堂の中間支援、学童クラブや保育園との交流等 

○障害者支援： 

障害福祉サービス（生活介護、就労移行支援、就労継続支援、グループホーム、移動支

援、同行援護、計画相談支援等）、精神障害者に対する訪問看護、家族会、関係団体と

の親睦・交流会・連携等 

○教育活動： 

学校（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校）へのボランティアや運営協議会への

参加、パラスポーツ、啓発活動（花いっぱい運動やあいさつ運動）等 

○その他の地域活動： 

地域清掃、地域住民の活動の場の提供、夏祭りへの参加や運営支援、見守り活動、市

からの委託による相談支援、権利擁護に関する事業（相談、啓発、市民後見人の養成

等）、防災・防犯に関する事業（防災訓練・防災講話の実施等）、生活困窮者自立支援事

業、低所得高齢者等住まい確保事業、被保護者就労準備支援事業等 
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48.5

19.9

19.1

16.9

15.4

14.7

14.7

12.5

11.8

9.6

8.8

7.4

15.4

0 10 20 30 40 50

スタッフが不足している

他団体や事例等の情報不足

支援を必要とする人の

情報が得にくい

活動に対する

周囲の理解不足

活動資金の調達に

苦労している

スタッフの固定・人事が

硬直化している

スタッフの活動意欲の

維持が難しい

活動がマンネリ化し、

活動が広がらない

活動場所の確保が難しい

活動のノウハウの不足

関連団体との連携が

うまくいかない

活動の充実に向けた

研修等の機会がない

特にない

(n=136) (MA%)

47.8

27.9

23.5

20.6

19.1

18.4

18.4

17.6

9.6

7.4

7.4

6.6

7.4

11.0

0 10 20 30 40 50

メンバー（職員）の不足

新しいメンバーが入らない

他の団体と交流

する機会が乏しい

支援を必要とする人の

情報が得にくい

市民に情報発信する

場や機会が乏しい

リーダー（後継者）が

育たない

活動資金が足りない

複合的な相談が多い

活動のマンネリ化

人々のニーズに合った

活動ができていない

困りごとの把握が難しい

活動の場所（拠点）の

確保が難しい

その他

特に困ったことはない

(n=136) (MA%)

【活動（事業）を行う上での困り事や問題点・課題は、メンバー・スタッフの不足、他の

団体との交流や情報発信の機会の乏しさ、事例の情報不足、支援を必要とする人の

情報が得にくいことなど】 

［活動（事業）を行う上で困っていること］     ［運営上の問題点・課題］ 
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38.2

36.8

36.0

29.4

23.5

23.5

19.1

9.6

8.8

17.6

25.0

0.7

0 10 20 30 40

近隣や地域と関わりを持たない世帯

（孤立世帯）

高齢者のみで構成され、主世帯員同士が

介護している世帯（老々介護）

自宅にひきこもっている人がいると

思われる世帯（ひきこもり）

家族の間で虐待が

疑われている世帯（虐待）

大量のごみが自宅や周辺に

放置されている世帯（ごみ屋敷）

高齢の親がひきこもり状態にある

中高年の子どもの生活を

支えている世帯（8050世帯）

子育てと親の介護を１人で

同時に抱えている世帯（ダブルケア）

未成年の子どもが家族の介護等に

よって、自分の時間を

持てない世帯（ヤングケアラ―）

多くのペットを飼育して、飼育管理が

できていない世帯（多頭飼育崩壊）

上記以外で、深刻な課題を

抱えていると思われる世帯

見たり聞いたりしたことはない

無回答

(n=136) (MA%)

37.5

33.8

23.5

19.1

14.7

11.0

10.3

5.9

2.2

7.4

31.6

2.2

0 10 20 30 40

近隣や地域と関わりを持たない世帯

（孤立世帯）

高齢者のみで構成され、主世帯員同士が

介護している世帯（老々介護）

自宅にひきこもっている人がいると

思われる世帯（ひきこもり）

高齢の親がひきこもり状態にある

中高年の子どもの生活を

支えている世帯（8050世帯）

家族の間で虐待が

疑われている世帯（虐待）

子育てと親の介護を１人で

同時に抱えている世帯（ダブルケア）

大量のごみが自宅や周辺に

放置されている世帯（ごみ屋敷）

未成年の子どもが家族の介護等に

よって、自分の時間を

持てない世帯（ヤングケアラ―）

多くのペットを飼育して、飼育管理が

できていない世帯（多頭飼育崩壊）

上記以外で、深刻な課題を

抱えていると思われる世帯

特にない

無回答

(n=136) (MA%)

② 活動を通じて見える地域の状況（問５～問８） 

【活動（事業）を通じて見聞きをしたり増えてきたと感じる世帯の課題・問題は、孤立

世帯や老々介護、ひきこもり、虐待など】 

 

［活動（事業）を通じて見聞きしたことのある世帯］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

［活動（事業）を通じて増えてきたと
感じる地域の課題・問題］ 
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34.6

32.4

29.4

27.2

23.5

22.1

19.1

15.4

14.7

10.3

9.6

0.7

19.1

0 10 20 30 40

必要な支援に繋がっていない人がいる

地域との交流が少ない

移動手段が整っていない

世代間の交流が少ない

地域から孤立している人がいる

地域の中で気軽に集まれる場が少ない

買い物へ行くのに不便を感じている

挨拶をしない人が多い

地域の活動が活発でない

緊急時にどうしたらよいかわからない

治安が悪くなっている

その他

特にない

(n=136) (MA%)

33.1

22.1

20.6

18.4

14.7

10.3

6.6

11.0

27.9

1.5

0 10 20 30 40

個人情報の取り扱いが難しいため、

必要な情報を共有できない

支援を拒否される

連携して支援を行っていくにあたって、

各相談支援機関等の明確な役割分担ができていない

他の相談支援機関との連絡・調整が難しく、

スムーズに連携できない

本人や世帯が過去に受けていた支援内容や

支援していた機関がわからない

困りごとに対応できる

相談支援機関がわからない

具体的に何をすれば

よいかわからない

その他

特に困りごとはない

無回答

(n=136) (MA%)

【地域で課題に感じることや活動（事業）を通じてよく聞く困りごとは、必要な支援

に繋がっていない人がいることや、地域交流・世代間交流の乏しさ、移動手段の整

備など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【支援をしている中での困りごとは、必要な情報共有の困難さや支援の拒否、役割

分担の曖昧さなど】 
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63.2

52.9

49.3

49.3

39.0

33.1

23.5

22.8

1.5

7.4

0 20 40 60 80

安否確認

安全な場所への避難の手助け

災害状況や避難情報の伝達

家族や親族への連絡

精神的ケア（話を聞く等）

貴団体施設（貴所）への地域住民の

受け入れ・一時的な保護

生活必需品の確保

介護や手当て

協力できない、難しい

わからない

(n=136) (MA%)

54.4

36.8

10.3

10.3

8.1

22.1

0 20 40 60

防災訓練等の防災活動

日常の声掛け

避難行動要支援者に関する

勉強会（研修会）の実施

関わりがあって必要そうな方へ

登録に関する声掛け

その他

なにもしていない

(n=136) (MA%)

③ 災害時の支援について（問９～問１０） 

【災害時に協力できるものは、安否確認や避難の手助け、災害状況や避難情報の伝

達、家族や親族への連絡など】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要配慮者の避難支援のために日頃から取り組んでいることは、防災活動や日常の

声掛けなど】 
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34.6

31.6

27.9

22.8

22.8

19.1

6.6

3.7

0.0

5.1

0.7

4.4

0 10 20 30 40

活動に資する情報・機会や

地域との交流の機会を提供する

活動場所の提供

人と人とのマッチング

活動資金の援助

活動を希望する市民と人材を求める

地域活動団体を結びつける仕組みを整える

地域のために活動するきっかけ

づくりとなる講座等を実施する

活動の中心的な役割を担う市民を育成する

ため、専門知識を学ぶ講座等を実施する

活動を継続するために必要な

知識を得られる場所を設ける

自主的な活動に対して市が

支援する必要はない

その他

特にない

わからない

(n=136) (2LA%)

44.1

35.3

30.9

30.9

27.9

16.2

16.2

14.7

10.3

7.4

5.1

9.6

0 10 20 30 40 50

活動上必要な情報の提供

設備・備品の充実

団体や活動についてのＰＲ

活動資金支援

他団体とのネットワーク化

活動場所の提供

会員募集の支援

団体運営上の助言

リーダーの養成支援

成果の発表の場の提供

その他

特にない

(n=136) (MA%)

39.0

29.4

23.5

22.8

19.9

13.2

6.6

5.9

2.2

0.7

9.6

0.7

0 10 20 30 40

福祉関係の団体

保健・医療関係の団体

防災・防犯、交通安全

関係の団体

自治会

学校関係の団体、ＰＴＡ等

企業、商店（街）

弁護士・会計士等の専門職

スポーツ関係の団体

環境美化・リサイクル、

みどりの保全関係の団体

その他

特にない

無回答

(n=136) (2LA%)

④ 地域福祉に関する質問（問１１～問１４） 

【地域活動を行う市民を支援するための取り組みは、活動に資する情報や場所の提

供、交流機会の提供や、人と人とのマッチングが多く望まれている】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【団体活動に対して市や市社協が進めるべきだと思う取り組みは、情報提供や団体

や活動のＰＲ、設備・備品の充実、活動資金の支援などで、福祉関係の団体や保健・

医療関係の団体との協力や連携が多く望まれている】 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［団体活動の支援のために 
市や市社協が進めるべきだと思う取り組み］ 

［活動の上で協力や連携をしたい 
団体や組織］ 
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55.1

30.1

29.4

22.8

22.1

16.9

16.2

14.7

14.7

14.0

9.6

5.1

2.2

0 20 40 60

相談体制や情報提供の充実

施設サービス（保育園や入所施設等）の

質と量の確保

市民・関連団体・行政の連携と協働の推進

市民同士が支え合う仕組みの充実

子どもから高齢者までの健康や介護予防を

支援する保健事業の充実

在宅サービスの質と量の確保

民間活力の導入による

福祉サービスの確保と活性化

利用者の立場や権利を

保護・擁護する制度の充実

ボランティア団体やＮＰＯ等の活動支援

市民への福祉意識の啓発

成年後見制度や権利擁護事業の

必要性や充実

その他

特にない

(n=136) (3LA%)

43.4

21.3

18.4

17.6

5.1

7.4

28.7

0 10 20 30 40 50

身寄りのない方への入院・入所から

終末期までの一貫したサポート

相談や遺言等、終活についての

相談窓口の設置

成年後見制度の普及・啓発に

関すること

後見人として活動している方や

団体への支援の充実

その他

特にない

わからない

(n=136) (2LA%)

52.2

33.8

23.5

14.7

12.5

10.3

2.9

0 20 40 60

身寄りのない方への入院・入所から

終末期までの一貫したサポート

地域の関係機関や団体と協力して、

定期的な相談会や講演会、勉強会の開催

成年後見制度利用に関する相談を

中心に、相続や遺言等、終活に

ついての相談窓口

親族後見人やその他後見人を

担う成年後見制度普及啓発団体への

支援の充実

親族でも専門職でもない後見人として、

「市民後見人」の養成と活動を支援

その他

無回答

(n=136) (2LA%)

【市の福祉サービスや住民の福祉活動の充実のために重要な取り組みは、相談体制

や情報提供の充実、施設サービス（保育園や入所施設等）の質と量の確保、市民・関

連団体・行政の連携と協働の推進が多く望まれている】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 権利擁護支援について（問１５～問１７） 

【権利擁護支援で必要な取り組みや権利擁護センターに期待することは、身寄りの

ない方への一貫したサポートや、相談や遺言等、終活についての相談窓口の設置等

が多い】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［権利擁護支援について 
今後必要だと感じる取り組み］ ［権利擁護センターに期待すること］ 
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83.8

47.8

38.2

42.6

44.9

39.0

2.9

5.9

0 20 40 60 80 100

就労支援

住まいの確保支援

経済的支援

地域住民の声掛け・関わり

非行の防止・就学支援

民間協力者の活動促進

その他

どのような支援が

必要かわからない

(n=136) (MA%)

53.7

40.4

40.4

30.1

24.3

22.8

21.3

20.6

11.8

4.4

0.7

8.8

0.7

0 20 40 60

罪を犯した人に対する支援ネットワーク

（病院、学校、福祉施設等の機関や

民間団体で構成）を作る

再犯防止に協力する民間協力者に対して、

活動する場所を支援する

再犯防止に協力する民間協力者に対して、

財政的な支援をする

罪を犯した人を支援することに

関する市職員の知識向上を図る

罪を犯した人が暮らす住宅を確保する

民間協力者に対する研修を充実する

罪を犯した人を市の機関で雇用する

市民に対して、再犯防止について

広報・啓発活動する

罪を犯した人を支援する各種手続きの

簡素化・円滑化を図る

その他

特にない

わからない

無回答

(n=136) (MA%)

⑥ 再犯防止について（問１８～問２０） 

【罪を犯した人の地域生活には、就労支援、住まいの確保支援、非行の防止・就学支

援を必要とする意見が多く、再犯防止のために市がするべきだと思うことは、支援

ネットワークの形成や、民間協力者への活動支援・財政的支援など】 

［罪を犯した人の地域生活に必要な支援］ ［再犯防止のために市がするべきだと思うこと］ 
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35.3

33.8

13.2

5.9

48.5

0 10 20 30 40 50

民間協力者との連携

声掛け・関わりを持つ

再犯防止等の啓発活動に参加する

その他

具体的には思いつかないが、

できることをやりたい

(n=68) (2LA%)

思う

14.7%

どちらかと

言えば

思う

35.3%

どちらかと言えば

思わない

12.5%

思わない

2.2%

よく

わからない

33.8%

無回答

1.5%

(n=136)

【罪を犯した人の立ち直りに協力したいと思う団体が思わない団体を上回り、民間

協力者との連携や声掛け・関わりを持つことのほか、具体的には思いつかないが、

できることをやりたいとの意見が多い】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

［協力をしたいと思う団体が希望する支援内容］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う＋ 
どちらかと言えば思う 
50.0 

どちらかと言えば思わない＋ 
そう思わない 
14.7 
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３．調査結果から示唆される課題と今後の取組の方向性 

(１) 市民調査及び避難行動要支援者調査 

① 回答者および家族の状況 
 

調査名 調査からみられる傾向 

市民調査 
・半数以上が女性、「60～69歳」が20.9%で高齢層の回答が多い。 

・居住年数は「20年以上」が半数以上、地域への定着度が高い。 

避難行動 

要支援者調査 

・男性がやや女性を上回り、「80歳以上」が44.3%と圧倒的に多い。 

・居住年数は「20年以上」が63.4%と市民調査より高く、無職が53.4%

を占めている。 

・市民調査に比べて、高齢単身世帯や高齢夫婦世帯の割合が高い。 

 

② 近所付き合いや地域の暮らしについて 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

近所付き合い

の程度 

・いずれの調査も「挨拶をする程度」が40％前後で最も多い。 

・女性や２０年以上居住者では、「立ち話をする程度」が「挨拶をする程度」

を上回り、最も多い。 

・ひとり暮らし世帯では、「ご近所付き合いをしていない」が20.4％と全

体を上回る。 

地域で課題を

抱えていると

思われる世帯 

・いずれの調査も「老々介護」「孤立世帯」が多い。 

子どもたちが

過ごしやすい

居場所の確保 

•避難行動要支援者調査では71.7%と市民調査（79.5%）を下回る。 

在住外国人の

暮らしやすさ 

・いずれの調査も「気軽に相談できる窓口の充実、地域とのかかわりを増

やすための受け入れ体制の整備」「お互いの文化を知る機会を増やす」

ことが重視されている。 

 

③ 市民同士の支え合いや地域活動について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

手助けをして

ほしいこと／ 

手助けできる

こと 

・手助けをしてほしいことは、避難行動要支援者調査では「災害時の避難

の手助け」が38.9%、「安否確認の声掛け」が33.6%と市民調査を上

回る。 

・手助けできることは、市民調査で「安否確認の声掛け」「災害時の避難の

手助け」「具合が良くない時に病院等に連絡する」がいずれも約40％。

避難行動要支援者調査でも、「安否確認の声掛け」（24.4%）や「話し相

手や相談相手」（19.1%）が多い。 
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調査項目 調査からみられる傾向 

地域活動や 

ボランティア

活動 

・活動に取り組んでいるのは、いずれの調査も「趣味・習い事等の活動」が

多い。 

・取り組んでいる活動のうち、「子育て世帯や青少年支援（子ども会やＰＴＡ

活動）」「お祭りや運動会などのレクリエーション活動」は、４０～４９歳、 

１０年以上２０年未満居住者、非正規の就労者、夫婦と親、または子ども

の世帯など、子育てをしている当事者が多い。 

・自治会・地区社協の活動に取り組んでいるのは、２０年以上居住者、持ち

家（一戸建て）居住者など長期居住の市民が全体より多く、民間賃貸（集

合住宅）居住者は少ない。 

・活動に参加しやすい条件は、いずれの調査も「時間や期間にあまり縛られ

ない」ことや「身近なところに活動できる場がある」ことが多い。特に、「時

間や期間にあまり縛られない」は、１０年以上２０年未満居住者、正規及び非

正規の就労者、民間賃貸（集合住宅）居住者に多く、「参加することで生きが

い等につながる」は、ひとり暮らし世帯、専業主婦・主夫で全体を上回る。 

市社協・地区

社協の認知度 

•避難行動要支援者調査では、市社協を知っているのは25.2％、地区社

協を知っているのは22.9%と、市民調査を上回る。支援を必要とする

方が、これらの組織に関わる機会が多いことや、これらの組織に対する

意識が高いことがうかがえる。 

・市社協を知らないのは、男性、正規の就労者、民間賃貸（集合住宅）居住

者に多く、地区社協を知らないのは、男性、民間賃貸（集合住宅）居住者

に多い。 

 

④ 暮らしの困りごとや福祉サービスについて 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

困りごとの 

相談 

・日常生活での困りごとの相談先は、市民調査では「同居の家族」や「友

人・知人」が多い一方、避難行動要支援者調査では「同居の家族」に加

え、「かかりつけ医・薬剤師や保健師等の医療関係者」や「ケアマネジャー

等の事業者」が多い。避難行動要支援者が抱える健康上の課題が、より

専門的な相談を必要としていることがうかがえる。 

・「身近に相談できる人や機関はない」は、男性、非正規の就労者、ひとり

暮らし世帯で全体を上回る。 

・どこに相談すればいいかわからない生活上の困りごとは、避難行動要

支援者調査では「自分の健康・病気」が69.6%と市民調査を大きく上回

り、健康への不安が大きいことがうかがえる。 

・生活上の困りごとを抱える世帯への取り組みは、いずれの調査でも「ど

こに相談すれば良いかわからない不安や悩みを受け付ける相談窓口の

充実」が非常に多くなっている。 

孤独・孤立 

・孤独・孤立を感じた時にあれば良いことは、市民調査では「趣味やスポ

ーツなど、没頭できるもの」「相談窓口」「話し相手」がほぼ同じ割合で挙

げられているのに対して、避難行動要支援者調査では「話し相手」が最

も高く、次いで「相談窓口」が挙げられている。 

市の福祉 

サービス提供 

•福祉サービスを充実する取り組みは、いずれの調査も「相談体制や情報

提供の充実」が最も多い。 

・市の福祉サービスに関する情報の入手先は、いずれの調査も「市の広報

紙・チラシ」が最も多い。「市ホームページ」は、行動要支援者調査では

22.9％と、市民調査を下回っている。 
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⑤ 災害対策について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

災害発生時に

備えた取り組

み 

・いずれの調査でも「避難所の場所と避難場所への経路の確認」や「備蓄」

が多いものの、避難行動要支援者調査では市民調査を大幅に下回って

いる。 

・「日頃から地域の防災訓練に参加している」は、市民調査のうち中央部

地域で19.1％、北部地域で6.7％と、地域によって差がみられる。 

・取り組みが「特にない」は、男性、１０年未満居住者、非正規の就労者、民

間賃貸（集合住宅）居住者で全体を上回る。 

・避難行動要支援者調査では、地域の避難場所を知らないのは33.6％

となっている。 

避難行動要支

援者名簿・ 

個別避難計画 

・避難行動要支援者名簿や個別避難計画の認知度は、いずれの調査でも

非常に低く、市民調査では6割以上、避難行動要支援者調査では５割以

上が「言葉も内容も知らなかった」と回答している。 

・避難行動要支援者調査では、名簿に登録していないのは52.7％で、登

録しない理由は「制度を知らない」「自力で避難できるため必要ない」

「同居家族がいるため必要ない」が多い。 

避難行動要支

援者対策 

•いずれの調査も「安否の確認体制」「避難行動要支援者が円滑に避難す

るための情報伝達手段」が多い。 

・避難行動要支援者調査では、避難行動要支援者対策の周知方法として

「市広報への特集記事の掲載」や「案内チラシの全戸配布」が多くなって

いる。 

 

⑥ 権利擁護支援について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

将来の不安に

対する取り組

み 

・将来の備えとして不安を感じることは、市民調査では「判断能力が低下

した時の生活のこと」（46.5％）、避難行動要支援者調査では「急な入院

や施設への入所のこと」（55.0%）が最も多い。 

・家族以外の相談先は、市民調査では「専門職」（40.2％）、避難行動要支

援者調査では「身近な支援機関（社会福祉法人、 ＮＰＯ法人等）」

（31.3％）が最も多い。特に「専門職」は、避難行動要支援者調査では

22.9％と、市民調査を大きく下回る。 

成年後見制度 

・いずれの調査も「言葉も内容も知っていた」が5割前後だが、利用意向

は市民調査で約3割、避難行動要支援者調査で約2割にとどまり、「わか

らない」という回答が多い。 

・市民調査では、「言葉も内容も知らなかった」は、男性、非正規の就労

者、夫婦と親、または子どもの世帯、北部地域居住者が多い。 

・利用したくない理由は、いずれの調査も「家族等が支援してくれるから」

が最も多い。避難行動要支援者調査では「申立てにかかる費用や後見人

へ支払う報酬が負担だから」（30.0%）が、市民調査を大きく上回る。 

あんしんサポ

ートねっと・ 

和光市権利擁

護センター 

・いずれの調査も「言葉も内容も知らなかった」が６割を超えている。市民

調査では、男性、１０年未満及び１０年以上２０年未満の居住者、正規の

就労者、民間賃貸（集合住宅）居住者が多い。 
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⑦ 更生を支援するまちづくり（再犯防止）について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

社会を明るく

する運動・ 

再犯防止啓発

月間 

・いずれの調査も「両方とも聞いたことがない」が約６割となっている。市

民調査では、１０年未満の居住者、正規の就労者、民間賃貸（集合住宅）

居住者が多い。 

犯罪や非行か

らの立ち直り

支援 

・重要だと思うことは、いずれの調査も「就労支援」が５割を超え、最も多い。 

・立ち直りへの協力意向は、市民調査では「協力したいと思わない」

（37.9%）が「協力したい」（24.4%）を上回っているが、避難行動要支

援者調査では「協力したい」（26.7%）が「協力したいと思わない」

（22.9%）を上回っている。 

 

⑧ 困難な問題を抱える女性への支援制度について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

女性への支援

に関する 

法律・市役所

内の相談先・

支援機関 

・法律、市役所内の相談先、支援機関について、いずれの調査も「知らな

い」が８割を超え、認知度は非常に低い。 

・支援機関について、「女性自立支援施設（旧名：婦人保護施設）」「女性相

談支援員（旧名：婦人相談員）」は非正規の就労者で、「女性シェルター」

の認知度は女性で、全体を上回る。男性では、いずれも「知らない」

（64.9％）が全体を上回る。 

女性支援のた

めの行政の取

り組み 

・いずれの調査も、「気軽に法律相談ができる窓口の拡充」「就労支援」が４

割前後で多くなっている。市民調査では、女性、非正規の就労者で「気軽

に法律相談ができる窓口の拡充」「就労支援」が５割超で、全体を上回る。 

・避難行動要支援者調査では、「居住支援」が「就労支援」と並んで最も多

くなっている。 
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⑨ 総合的な分析と今後の方向性 
 

高齢化と多様な世帯への対応 

避難行動要支援者層の高齢化が顕著であり、ひとり暮らしや高齢夫婦の世帯が増加して

いることから、これらの世帯に特化したきめ細やかな支援が不可欠となります。 
 

「橋渡し」の重要性 

「手助けをしてほしい人と手助けできる人をコーディネートする仕組み」や「相談窓口の

充実」が強く望まれており、市民の孤立を防ぎ、必要な支援へと繋ぐことや、支援者やその

関係機関の「橋渡し」を行う役割が重要であることが示唆されます。特に避難行動要支援者

には、専門機関や医療関係者への相談ニーズが高い点も重要視すべきこととなっています。 
 

情報へのアクセスの確保 

市の広報紙やチラシが主な情報源である一方、ホームページの利用率は避難行動要支援

者層で低い傾向にあり、デジタルディバイドも考慮した多様な情報提供が求められます。特

に、避難行動要支援者名簿や個別避難計画、権利擁護支援制度など、市民の生活に直結す

る重要な制度の認知度が極めて低いことから、周知方法の検討が必要です。 
 

災害対策の強化 

避難行動要支援者層の災害への備えが低い現状から、安否確認体制の強化や、より具体

的な避難や事前の備えについての周知が喫緊の課題と考えられます。 
 

共生社会への意識向上と具体的機会の創出 

在住外国人や罪を犯した人の立ち直り支援に対する関心は一定数みられますが、具体的

な協力方法がわからないという声が多く、市民が参加しやすい具体的な機会や役割を提示

することが重要です。 

 

今後の地域福祉計画の策定に向けて、地域住民同士の交流不足や孤立問題等の課題を解

消すべく、市民に資するサービスを用意するだけでなく、「必要な人に適切に情報を届け、利

用を促し、そして地域全体で支え合う意識と仕組みを醸成する」ことの検討が求められます。 
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(２) 地域福祉関係者調査及び地域福祉関係団体調査 

① 回答者の概要と活動状況 
 

調査名 調査からみられる傾向 

地域福祉 

関係者調査 

・６割以上が女性、「60～69歳」が33.7％、「70～79歳」が20.9%と、

高齢者が活動の中心となっている。 

地域福祉 

関係団体調査 

・活動年数が「10年未満」の団体が43.4％と最も多く、会員数は「10～

49名」が半数を超えている。 

・活動内容は、高齢者支援、子育て支援、障害者支援、教育活動、地域交

流など、多岐にわたる分野をカバーしている。 

 

② 活動継続や運営上の課題 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

活動を始めた

きっかけ 

・地域福祉関係者調査では、「人に勧められたから」（58.1％）が最も多

く、活動継続の理由は「自身の成長に繋がるから」（48.8％）や「人の役

に立っていると感じられるから」（41.9％）が上位を占めている。 

活動をする上

での課題 

・地域福祉関係者調査では、「活動に参加する人が固定化している」

（44.2％）、「活動に参加する人が少ない」（38.4％）、「活動する人の負

担が大きい」（31.4％）といった、担い手の不足と負担の偏りが多く挙

げられている。 

・地域福祉関係団体調査でも同様に、「メンバー（職員）の不足」

（47.8％）、「新しいメンバーが入らない」（27.9％）といった、人材確保

の困難さが多く挙げられている。また、「他の団体と交流する機会が乏

しい」（23.5％）や「市民に情報発信する場や機会が乏しい」（19.1％）と

いった、連携や広報に関する課題も挙げられている。 

 

③ 地域における課題や、活動における困りごとと支援について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

地域における

課題 

・地域福祉関係者調査では、活動地域での課題として「世代間の交流が少

ない」（48.8％）、「近所との交流がない」（40.7％）、「地域の中で気軽

に集まれる場所が少ない」（30.2％）が挙げられている。また、地域住民

の62.8％が支え合い・助け合い活動に「あまり関心がない」「全く関心

がない」としている。 

・地域福祉関係団体調査では、地域で課題に感じることやよく聞く困りご

とは「必要な支援に繋がっていない人がいる」「地域交流・世代間の交流

が少ない」「移動手段が整っていない」が多い。 

・活動を通じて見聞きした世帯や増えてきたと感じる地域の課題は、いず

れの調査も「孤立世帯」「老々介護」が多い。 

活動における

困りごと 

•いずれの調査も、「個人情報の取り扱いが難しいため、必要な情報を共

有できない」が最も多い（関係者：31.4％、関係団体：33.1％）。また、

「支援を拒否される」も多い。 
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調査項目 調査からみられる傾向 

市民の地域 

活動支援の 

ため、市に 

求められる 

取り組み 

•いずれの調査でも、市民が活動しやすくなるための「活動に資する情報・

機会や地域との交流の機会の提供」「地域で活動する団体や市内で活動

している人同士を結びつける仕組みを整える」「活動場所の提供」が多

い。 

団体活動支援 

のため、市や 

市社協に 

求められる 

取り組み 

・地域福祉関係団体調査では、「活動上必要な情報の提供」（44.1％）、

「 設 備 ・ 備 品 の 充 実 」 （ 35.3 ％ ） 、 「 団 体 や 活 動 に つ い て の Ｐ Ｒ 」

（30.9％）、「活動資金支援」（30.9％）が多い。 

 

④ 福祉サービスの充実や関係機関との協力・連携について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

福祉サービス

や住民の福祉

活動の充実 

・特に重要と考える取り組みは、いずれの調査も「相談体制や情報提供の

充実」が最も多い（関係者：37.2％、関係団体：55.1％）。また、「施設サ

ービス（保育園や入所施設等）の質と量の確保」「市民・関連団体・行政の

連携と協働の推進」も多く挙げられている。 

団体・組織と

の協力・連携 

•活動をする上で協力や連携をしたい団体・組織は、いずれの調査も「福

祉関係の団体」が最も多い（関係者：52.3％、関係団体：39.0％）。 

・地域福祉関係者調査では、「自治会」（32.6％）が「福祉関係の団体」に

次いで多くなっている。 

 

⑤ 災害時支援・権利擁護支援・再犯防止について 
 

調査項目 調査からみられる傾向 

災害時支援 

・災害時に協力できることは、いずれの調査も、「安否確認」（関係者：

66.3％、関係団体：63.2％）や「安全な場所への避難の手助け」（関係

者：43.0％、関係団体：52.9％）が多く挙げられている。 

権利擁護支援 

・権利擁護支援について必要だと感じる取り組みは、いずれの調査も「身寄

りのない方への入院・入所から終末期までの一貫したサポート」（関係者：

57.0％、関係団体：43.4％）や「相談や遺言等、終活についての相談窓口

の設置」（関係者：30.2％、関係団体：21.3％）が多く挙げられている。 

・権利擁護センターに期待することについても、いずれの調査も「身寄りの

ない方への入院・入所から終末期までの一貫したサポート」（関係者：

66.3％、関係団体：52.2％）や「相談や遺言等、終活についての相談窓口

の設置」（関係者：32.6％、関係団体：33.8％）が多く挙げられている。 

再犯防止 

・罪を犯した人の地域生活で必要な支援は、いずれの調査も「就労支援」

（関係者：87.2％、関係団体：83.8％）や「住まいの確保支援」（関係者：

58.1％、関係団体：47.8％）が多く挙げられている。 

・再犯防止のために市がするべきことは、いずれの調査も「罪を犯した人

に対する支援ネットワーク（病院、学校、福祉施設等の機関や民間団体で

構成）を作る」が最も多い（関係者：44.2％、関係団体：53.7％）。また、

民間協力者に対する研修の実施や活動場所・財政的支援も多い。 

・罪を犯した人の立ち直りについて、いずれの調査も「協力したいと思う」

（関係者：55.8％、関係団体：50.0％）が「思わない」を大きく上回って

いる。 
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⑥ 総合的な分析と今後の方向性 
 

地域活動の維持・発展のための支援 

地域活動の実践にあたり、個人の負担感や参加者の固定化、団体のメンバー不足など、

地域活動の担い手不足という課題がみられます。また、活動の上で、個人情報の取り扱い

や地域交流の機会、活動の情報発信に関する困難さや、課題に対する市への期待も、地域

福祉関係者・地域福祉関係団体に共通してみられます。 

市や行政機関が主体となり、活動に必要な情報の共有や具体的な資源（資金、設備、広報）

に関する支援のほか、活動の基盤となる情報、場所、人材のマッチングを行うことも求めら

れています。 
 

福祉サービスや専門機関との円滑な連携 

福祉サービスの充実や質の向上のためには、相談しやすい環境と情報の提供、多様な主

体間の連携強化が不可欠であるという認識が、地域福祉関係者・地域福祉関係団体に共通

してみられます。 

地域活動を行う市民・団体と多様な関係機関・団体との連携を強化する「ネットワークの

構築」が重要であると考えられます。 
 

地域課題の解決に向けた連携体制の整備 

地域福祉関係者・地域福祉関係団体に共通して、地域住民同士の交流不足や、特定の世

帯が抱える問題が認識されています。また、「孤立世帯」や「老々介護」が増加傾向にあり、

高齢化社会の進展に伴う「身寄りのない人」への包括的な支援や、「終活」に関するニーズの

高まりも、課題として挙げられています。 

これらの課題を地域福祉の担い手が認識しながらも、個人情報の取り扱いや支援の拒否

に直面したり、協力意欲がありながら具体的な行動に移せない場合に対する研修や情報提

供等によって、多様な関係機関・団体との連携による地域課題の解決に向けた体制を整備

することが求められます。 
 

地域福祉の担い手とともに実践する災害時の支援 

地域福祉関係者・地域福祉関係団体に共通して、災害時における初動対応（安否確認、避

難支援）に協力する姿勢がうかがえることから、市民に身近な地域福祉の担い手が、災害

時において重要な役割を果たす可能性が考えられます。 
 

共生社会の形成を目指すための支援ネットワークの構築 

権利擁護支援について、高齢化が進む中で、身寄りのない人への包括的な支援や、終活

に関する相談窓口の必要性が、地域福祉関係者・地域福祉関係団体の双方から求められて

いる状況がみられます。 

また、罪を犯した人の再犯防止について、就労と住まいの確保は重要であると認識され

ている一方、協力意欲は高いものの、具体的な方法や役割がわからないことが、協力をた

めらう要因となっていることがうかがえます。再犯防止に関しても、多様な関係機関・団体

による支援ネットワークの構築や正しい知識の提供が、市に最も期待されています。 
 

今後の地域福祉計画の策定に向けて、地域福祉の現場における担い手不足と活動の維

持・発展、地域住民同士の交流不足や高齢化に伴う問題等の課題を解消すべく、地域活動

の担い手の負担軽減や必要な情報の提供、多様な地域課題の共有と関係機関・団体との連

携などが求められます。 


